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I．は じ め に
近年の国際法における犯罪人引渡制度は、複雑に絡み合う複数の条約義務に
よって成り立っている。伝統的に引渡は、事件ごとや特定の被疑者の引渡を
目的に結ばれた条約や、礼譲又は相互主義に基づいて行われることが多かっ
＊ 京都大学大学院法学研究科・日本学術振興会特別研究員 SPD、関西大学非常勤
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た1）。しかし、近年では、そうした場当たり的な制度から、多くの手続規則を
含むより一般的で永続的な条約義務に基づく安定的な制度への移行が見られ
る2）。まず、二国間での一定の犯罪に対する双務的な引渡義務や、地域内での
より円滑な国際協力のための多角的な引渡義務を設定する条約が締結されてき
た。また、麻薬取引や拷問、各種のテロ犯罪といった特定の犯罪の防止に関す
る諸多国間条約には、対象犯罪についての「訴追又は引渡（aut dedere aut
judicare）」を義務付ける条項が含まれている。これらの条約により、国家は
グローバリゼーションにより著しく増加した諸国の共通の関心事となる犯罪に
効果的に対応することを義務付けられた。さらに、特に重大ないわゆる中核犯
罪（コア・クライム）の訴追を目的とする国際的な刑事裁判所の設立は、刑事
に関する国際協力の制度に新たな局面を付け加えた。国家は、国際的な裁判所
からのいわゆる垂直的な引渡請求に応じる義務をも負うことになったのである。
国家は今や、二国間や多国間の水平的な義務、及び国際裁判所に対する垂直的
な義務という複数の制度の層によって成り立つ複雑な引渡制度の対象となって
いると言える。
制度が複雑になれば、その中での義務の抵触の可能性が増加する。複数の国
から引渡請求がなされたとき、何らかの根拠によって自動的に特定の国に優先
が与えられるような慣習法は成立していないと言われている3）。多くの引渡制
度には、競合する引渡請求を調整する規定（以下、調整規定）が盛り込まれて
きた。その中で多く用いられるのが、犯罪の重大性の基準である。後に見るよ
うに、競合する引渡のうち、より重大な犯罪への引渡を優先又は考慮するとい
1) M. Cherif Bassiouni, International Extradition : United States law and Practice,
Fifth edition (Oxford, 2007), p. 2. 犯罪人引渡制度の形成過程について、西井正弘
「政治犯罪人不引渡原則の形成過程（1）・（2完）」『法学論叢』第94巻⚒号（1973
年）18-39頁、第95巻⚓号（1974年）33-64頁。
2) 山本草二『国際刑事法』（三省堂、1991年）190頁；柳川昭二「犯罪人引渡制度の
歴史的発展と今日の国際的動向――国際刑事司法共助と国際人権法の一断面」『明
治学院大学法科大学院ローレビュー』第⚕号（2006年）37-47頁。
3) David A. Sadoff, Bringing International Fugitives to Justice : Extradition and its
Alternatives (Cambridge, 2016), p. 289.
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う基準は多くの調整規定に用いられているが、その具体的な適用基準は明らか
ではない。特に、中核犯罪の重大性がどのように反映されるべきかが問題とな
ると思われる。
国際犯罪4）のうち、特に、集団殺害（ジェノサイド）犯罪、人道に対する犯
罪、戦争犯罪、侵略犯罪の⚔つの中核犯罪は、「国際社会全体の関心事である
最も重大な犯罪」と呼ばれる5）。中核犯罪は、「人類の平和と安全に対する犯
罪」として国際連合（国連）国際法委員会（ILC）による法典化の対象となり、
また多国間条約に基づいて設置された国際刑事裁判所（ICC）の管轄犯罪とさ
れる等、国際社会による特別の対応を受けてきた。これらの事実は、中核犯罪
の重大さを示す指標であると言える。従来の議論では、特に第二次世界大戦中
に行われた戦争犯罪に関する引渡について、国際法上の犯罪であることを理由
に、既存の制度とは異なるものとしての性格付けが試みられたことがある6）。
しかし、中核犯罪についての引渡義務とその他の国際犯罪についての引渡義務
との一見した抵触の際の優先に関する規則についての研究は、近年までほとん
ど見られない。
中核犯罪についての引渡請求とその他の国際犯罪についての引渡請求の競合
は、第一に、同一人物が一連の犯罪を行いそのうちの異なる行為について請求
がある場合、第二に、事実上同一の行為が異なる文脈的要素（contextual
elements）との組み合わせで複数の中核犯罪を構成する場合、第三に、事実上
同一の行為が中核犯罪とその他の国際犯罪の両方を構成する場合等が考えられ
る。特に第三の場合には、被疑者が自国で発見された国に対して、例えば被疑
者国籍国による中核犯罪に関する引渡請求と、犯罪発生地国によるその他の国
4) 「国際犯罪」の語の定義は論者により異なるが、本稿では「国際法が定義する犯
罪」の意味で用いる。See e. g, Roger O’ Keefe, International Criminal Law
(Oxford, 2015), p. 56.
5) 「中核犯罪（core crimes）」にこれら⚔犯罪が含まれると一般的に理解されてい
るが、これらに共通する性質が何なのかについては議論がある。See e.g, Douglas
Guilfoyle, International Criminal Law (Oxford, 2016), p. 185.
6) 洪恵子「国際司法協力としての『引渡』の法的性質（2・完）surrender 概念の
整備に向けて」『上智法学論集』第42巻 3・4 号（1999年）274頁。
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際犯罪に関する引渡請求が競合した際、どちらの犯罪についての引渡を優先す
べきかが問題となる。中核犯罪が最も重大な犯罪類型と考えられているのであ
れば、他の犯罪の訴追に優先して訴追が行われることが求められるはずである
一方、請求国の管轄権根拠や訴追関心の強さなどの他の事情とのバランスも求
められるという問題がある。
本稿では、国際犯罪に関する引渡義務の抵触と優先に関する規則について検
討し、引渡先の決定の際の考慮事項における重大性の基準がどのように適用さ
れるかについて考察することを目的とする。「抵触」という用語は、本稿では
「二つの条約の当事国が両方の条約上の義務に同時に従うことができない」と
いう厳密な意味で用いる7）。すなわち、抵触とは、一見した（prima facie）抵
触状態を解消する法が欠缺する状態を指す。一見した抵触状態があるとき、関
連条約に条約間の優先について規定がない、かつ条約法条約30条や41条でも解
消できない場合8）、二つの条約が抵触すると言える。このことは、当該抵触を
規律する「慣習法の発展の余地を残すような状況」であることを示唆する9）。
そのため本稿のアプローチは、一見した抵触状態があるかという一応の所見か
らはじめて、解釈を通じて一見した抵触状態を調和させる、又は抵触すると見
られる規則間での優先順位を同定することができるかを検証するものであ
る10）。
本稿の射程は、様々な条約上の国際犯罪に関する引渡義務の関係の構図を、
7) Wilfred Jenks, “The Conflict of Law-Making Treaties,” British Yearbook of
International Law, Vol. 20 (1951), p. 426.
8) 1969 Vienna Convention on the Law of Treaties, 1155 UNTS 331.
9) Ilmar Tammelo, “On the Logical Openness of Legal Orders : A Modal Analysis
of Law with Special Reference to the Logical Status of Non Liquet in
International Law,” American Journal of Comparative Law, Vol. 8, No. 2 (1959), pp.
187-203.
10) See, Martti Koskenniemi, Fragmentation of International Law : Difﬁculties
Arising from the Diversiﬁcation and Expansion of International Law (Report of
the Study Group of the International Law Commission), UN Doc. A/CN.4/L.682
(13 April 2006), para. 36.
― 146 ― ( 146 )
関法 第68巻 第⚑号
条約解釈を通じて整理し分析することに限られ、国家実行の積み重ねにより作
り上げられてきた引渡制度全体における義務構造の解明には不十分であろう。
しかし、まずは条約関係の整理という作業を行うことで、国際刑事司法におけ
る根本的な問題の一つである重大さの問題への示唆を得たいと思う。すなわち、
一見した抵触関係における優先を決定する規則に、中核犯罪の中核的で重大だ
とされる性質がどのように反映されるかに着目する。中核犯罪の概念について
は、これまで実体法の観点から多くの研究がなされてきた11）。一方、本稿は、
手続法の観点からこの問題について考察するものである。
本稿では、まず、今日の引渡制度が双務的、地域的、普遍的、垂直的、とい
う⚔種の制度により重層的に構成されていることを整理する（→II）。次に、
この重層的な引渡制度における、同一犯罪に関する競合する引渡請求を調整す
る諸規則について確認する（→III）。さらに、異なる犯罪に対する引渡請求が
ある場合の競合の調整規定と考慮事項はどのように規定されているかについて
検討する（→IV）。これらを踏まえて、一見した抵触状態における優先を決定
する規則に中核犯罪の中核的で重大だとされる性質がいかに反映されるかにつ
11) 例えば、坂本一也「国際犯罪に関する序論的考察――国際刑事裁判所の対象犯罪
の分析から」『九州国際大学法学論集』第⚖巻⚓号（2000年）27-65頁；真山全「国
際刑事裁判所の対象犯罪と国内的対応」『法律時報』第79巻⚔号（2007年）31-36
頁；Mayeul Hiéramente, “The Myth of ‘International Crimes’ : Dialectics and
International Criminal Law,” Goettingen Journal of International Law, Vol. 3
(2011), pp. 551-588 ; Margaret M. DeGuzman, “How Serious are International
Crimes ? The Gravity Problem in International Criminal Law,” Columbia Journal
of Transnational Law, Vol. 51, No. 1 (2012), pp. 18-68 ; Athanasios Chouliaras, “A
Strategic Choice : The State Policy Requirement in Core International Crimes,”
Leiden Journal of International Law, Vol. 28, No. 4 (2015), pp. 953-975 ; Nikolaos
Bitzilekis, “The Violation of Mankind’s Multiculturalism : Another Approach to
the Deﬁnition of International Crimes,” International Criminal Law Review, Vol.
15, Iss. 6 (2015), pp. 1040-1068 ; Thomas W. Simon, Genocide, Torture, and Terrorism :
Ranking International Crimes and Justifying Humanitarian Intervention (Palgrave
Macmillan, 2015) ; Kevin Jon Heller, “What Is an International Crime? (A
Revisionist History)”, Harvard International Law Journal, Vol. 58, No. 2 (2017), at
SSRN : https://ssrn.com/abstract=2836889.
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いて考察する（→V）。最後に、異なる犯罪ごとに発展してきた国際協力の制
度は、そのことゆえに、犯罪間の優先関係の決定なしには引渡義務の優先関係
を確定できない場面があることを指摘しつつ、その優先関係を決定する指標は
どのように追求されるべきかについて付言する。
II．引渡の重層的な制度
引渡に関する条約に基づく国際制度は、その義務の相手主体との関係性の視
点からは、双務的、地域的、普遍的、垂直的、という⚔種類の制度に分類でき
る。第一に、二国間条約に基づく制度は、自国と相手国との双務的な制度であ
る。相手国から引渡請求がある場合、引渡拒否事由がなければ、基本的に対象
人を引き渡さねばならない。双務的な制度の利点は、条約を結ぶ相手方となる
国家を選択できる上、相手国によって引渡の条件を個別に設定することができ
る点である。多くの場合、対象犯罪が両方の国で犯罪化されているという双罰
性が確保されるための条項や、自国での刑事手続の優先等の規則が整備されて
いる。日本は米国と韓国の⚒か国とのみ締結しているが12）、米国は100か国以
上と二国間条約を締結している13）。
第二に、地域内の諸国に対する引渡義務で構成される地域的な制度がある。
米州の⚙か国は、1879年に初の引渡に特化した地域的条約となる「引渡に関す
る条約」を締結した14）。米州ではその後、1981年に米州引渡条約が米州機構に
寄託された15）。欧州諸国は1957年に欧州引渡条約を、西アフリカ諸国経済共同
体（ECOWAS）は1994年に引渡条約を、それぞれ締結している16）。地域的制
12) 1978 Treaty on Extradition between the United States of America and Japan,
1203 UNTS 225 ; 2002 Treaty on Extradition between Japan and the Republic of
Korea, 2737 UNTS 177.
13) Extradition Treaties, U. S. Department of State, at https://www.state.gov/s/l/
treaty/faqs/70138.htm.
14) Isidoro Zanotti, Extradition in Multilateral Treaties and Conventions (Martinus
Nijhoff Publishers, 2006), p. 1.
15) 1981 Inter-American Convention on Extradition, 1752 UNTS 190.
16) 1957 European Convention on Extradition, 359 UNTS 273 ; Convention A/P. →
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度の特徴は、当事国が当該地域に属する国に限られることである17）。地域内で
の刑事司法制度や文化的価値観の近接性、及び人の移動の容易さ等を背景に設
定される引渡制度であると言える。地域的引渡条約の当事国は、他の当事国で
あればいずれの国からの請求にも対応せねばならない義務を負う。
第三に、締約国が地域に限定されない、普遍的な制度がある。地域的限定な
しに多くの国に開放される一方、対象となる犯罪が特定される。普遍的引渡制
度の特徴は、ジェノサイド条約18）以外はそれ自体が引渡義務を直接設定して
いるわけではなく、後で見るように、基本的には既存の制度に特定の犯罪を加
えることを義務付けるものである。ただし、普遍的引渡制度はいわゆる「引渡
又は訴追」義務を置いているため、後に詳しく見るように、自国で訴追しない
場合には引渡をせねばならない。また、引渡に条約の存在を必要とする国に
とっては、普遍的引渡制度を設定する条約を引渡根拠とすることができる旨の
規定に基づいて、直接当該条約上の制度が利用可能である。普遍的引渡制度を
設定する多国間条約として、1929年の偽造通貨防止のための国際条約19）、1936
年の危険薬品の不正取引の防止に関する条約20）、1937年のテロリズムの防止及
び処罰に関する条約21）、1949年の戦争犠牲者の保護に関するジュネーヴ四条約
（ジュネーヴ諸条約）並びに後の追加議定書22）、1950年の人身売買及び他人の
→ 1/8/94 on Extradition, ECOWAS Documentation on-line, at http://documentation.
ecowas.int/wpfb-ﬁle/convention-on-extradition2-pdf/.
17) 例えば米州引渡条約29条⚑項によれば、同条約は「米州諸国による加入に開かれ
る」が、⚒項によれば、総会の承認を経て常任オブザーバーの地位を得た国家も加
入することができる。
18) 1948 Convention on the Prevention and Punishment of the Crime of Genocide,
78 UNTS 277.
19) 1929 International Convention for the Suppression of Counterfeiting Currency
and Protocol, 2623 LNTS 371.
20) 1936 Convention of 1936 for the Suppression of the Illicit Trafﬁc in Dangerous
Drugs, 198 LNTS 299.
21) 1937 Convention for the Prevention and Punishment of Terrorism, World
Digital Library, at https://www.wdl.org/en/item/11579/.
22) 1949 Geneva Convention for the Amelioration of the Condition of the Wounded
and Sick in Armed Forces in the Field, 75 UNTS 31 ; 1949 Geneva Convention →
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売春からの搾取の禁止に関する条約23）、及び1984年の拷問等禁止条約24）等は、
様々な文言で、「引渡又は訴追」義務を設定した。1948年のジェノサイド条約
と2006年の強制失踪防止条約25）は、国際的な刑事法廷の存在を想定している。
1970年代以降は、関連する国際機関の主導により、様々なタイプの国際犯罪に
対応するための諸条約の締結が促進された。航空犯罪に関し、1970年には航空
機不法奪取防止条約（ハーグ条約)26）、1971年には民間航空の安全に対する不
法行為防止条約（モントリオール条約)27）が、国際民間航空機関（ICAO）に
寄託された。また、1979年には核物質防護条約28）が国際原子力機関（IAEA）
に、1988年には海洋航行不法行為防止条約29）が国際海事機関（IMO）に寄託
された。国連が主導した諸条約としては、麻薬に関する諸条約（1961年の麻薬
に関する単一条約、1971年向精神薬条約、1988年麻薬及び向精神薬の不正取引
→ for the Amelioration of the Condition of the Wounded, Sick and Shipwrecked
Members of the Armed Forces at Sea, 75 UNTS 85 ; 1949 Geneva Convention
relative to the Treatment of Prisoners of War, 75 UNTS 135 ; 1949 Geneva
Convention relative to the Protection of Civilian Persons in Time of War, 75
UNTS 287 ; 1977 Protocol Additional to the Geneva Conventions of 12 August
1949, and relating to the Protection of Victims of International Armed Conflicts
(Protocol I), 1125 UNTS 3 ; 1977 Protocol Additional to the Geneva Conventions of
12 August 1949 and relating to the Protection of Victims of Non-International
Armed Conflicts (Protocol II), 1125 UNTS 609.
23) 1950 Convention for the Suppression of the Trafﬁc in Persons and of the
Exploitation of the Prostitution of Others, 96 UNTS 271.
24) 1984 Convention against Torture and Other Cruel, Inhuman or Degrading
Treatment or Punishment, 1465 UNTS 85.
25) 2006 International Convention for the Protection of All Persons from Enforced
Disappearance, 2716 UNTS 3.
26) 1970 Convention for the Suppression of Unlawful Seizure of Aircraft, 860 UNTS
105.
27) 1971 Convention for the Suppression of Unlawful Acts against the Safety of
Civil Aviation, 974 UNTS 177.
28) 1979 Convention on the Physical Protection of Nuclear Material, 1456 UNTS
124.
29) 1988 Convention for the Suppression of Unlawful Acts against the Safety of
Maritime Navigation, 1678 UNTS 221.
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条約）に加え30）、各種のテロ行為の防止に関する条約（1973年国際代表等犯罪
防止処罰条約31）、1979年人質行為防止条約32）、1994年国連要員安全条約33）、
1997年爆弾テロ防止条約34）、1999年テロ資金供与防止条約35）、2005年核テロ防
止条約36））、2000年の組織犯罪防止条約37）、及び2003年の腐敗防止条約38）があ
る。児童の権利条約の選択議定書である2000年の児童の売買、児童買春及び児
童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選択議定書においても39）、当該犯
罪に対する普遍的引渡制度が構築された。また、欧州評議会に寄託されたもの
として、1977年の欧州テロ防止条約40）や2001年のサイバー犯罪条約でも41）、
これら犯罪に関する普遍的引渡制度が構築された。
第四に、国際裁判所への引渡に関する垂直的な制度がある。垂直的と呼ばれ
る理由は複数あり得るが42）、特に、引渡義務を負う国家は当該国際裁判所への
30) 1961 Single Convention on Narcotic Drugs, 520 UNTS 151 ; 1971 Convention on
Psychotropic Substances, 1019 UNTS 175 ; 1988 United Nations Convention
against Illicit Trafﬁc in Narcotic Drugs and Psychotropic Substances, 1582 UNTS
95.
31) 1973 Convention on the Prevention and Punishment of Crimes Against
Internationally Protected Persons, 1035 UNTS 167.
32) 1979 International Convention against the Taking of Hostages, 1316 UNTS 205.
33) 1994 Convention on the Safety of United Nations and Associated Personnel,
2051 UNTS 363.
34) 1994 International Convention for the Suppression of Terrorist Bombings, 2149
UNTS 256.
35) 1999 International Convention for the Suppression of the Financing of
Terrorism, 2178 UNTS 197.
36) 2005 International Convention for the Suppression of Acts of Nuclear
Terrorism, 2445 UNTS 89.
37) 2000 United Nations Convention against Transnational Organized Crime, 2225
UNTS 209.
38) 2003 United Nations Convention against Corruption, 2349 UNTS 41.
39) 2000 Optional Protocol to the Convention on the Rights of the Child on the Sale
of Children, Child Prostitution and Child Pornography, 2171 UNTS 227.
40) 1977 European Convention on the Suppression of Terrorism, 1137 UNTS 93.
41) 2001 Convention on Cybercrime, 2296 UNTS 167.
42) 竹村仁美「国際刑事裁判所に対する国家の協力義務の内容と法的基礎（2・完）」→
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一方的な引渡義務を負う一方、国際裁判所は当該国家への引渡義務を負わない
点が注目される。国際裁判所への引渡には、国家間の extradition ではなく
surrender の語が用いられる43）。1990年代に国連安全保障理事会の決議により
設置されたいわゆる特設（ad hoc）法廷に対し、国連加盟国は被疑者の引渡要
請に応える義務を負っていた。1998年に採択された「国際刑事裁判所に関する
ローマ規程（ICC 規程）」44）の締約国は、ICC により被疑者の引渡を要請され
た場合にはそれに応じる義務を負う（ICC 規程第⚙部）。
このように、諸国は、双務的、地域的、普遍的、垂直的それぞれの引渡制度
を構築することを通じて、特定の相手国との間での引渡義務の確認及び被疑者
に対する公正な引渡手続の確保や、対象犯罪を定めた犯罪の定義の共有と当該
犯罪の実効的な訴追のための多角的な協力体制の確保を実現してきた。他方で、
これら引渡制度は重層的な義務を創設しているため、諸国家はときおり、同一
人物に対する複数の引渡請求を、別々の引渡制度に基づいて受けることが想定
されることとなった。
III．同一犯罪に関する引渡請求の競合
同一犯罪に関する引渡請求の競合は珍しい事象ではない。例えば、スコット
ランドのロッカビー上空においてパン・アメリカン航空103便が爆破され、米
国人を含む乗客及びロッカビーの住民が死亡した事件では、被疑者とされる
→ 『愛知県立大学大学院国際文化研究科論集』第16号（2015年）111-115頁参照。
43) ICC 規程の起草過程ではほかに transfer の語も検討され、いずれの語が用いら
れるかについて起草の最終段階まで結論は延期された。いくつかの代表団は
extradition の語を用いると国家間での引渡における制限事項（特に自国民不引渡）
に影響されるように見えるため、ICC への引渡独自の概念の採用を提案していた。
最終的に、ICC 規程の目的の限りで各語を定義することで一致があり、ICC 規程
102条に surrender と extradition の語の定義が置かれた。Phakiso Machochoko,
“International Cooperation and Judicial Assistance,” in Roy S. Lee (ed.), The
International Criminal Court : The Making of The Rome Statute, Issues,
Negotiations, Results (Kluwer Law International, 1999), pp. 309-310.
44) 1998 Rome Statute of the International Criminal Court, 2187 UNTS 3.
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リビア人⚒人について、米国及び英国がリビアに引渡を請求した45）。また、
特に政治的な問題が生じ得る事件においては、犯罪実行地国からの引渡請求
に対し、被疑者の国籍国から競合する引渡請求がなされることもしばしばあ
る46）。
関連する引渡条約を比較検討すると、以下に見るように、様々な調整規定が
見られる。基本的には同一犯罪に対する引渡請求の競合は被請求国に裁量を与
える規定（以下、裁量規定）で規律されている。ただし、具体的な優先関係を
定める規定（以下、優先規定）をおく条約もある。
1．基本となる双務的及び地域的制度
複数の二国間の引渡条約はその性質上、基本的に異なる当事国間を想定する
ものであるため、後法優位の原則では調整できない。⚒か国以上と同一事項に
ついてそれぞれ二国間条約を締結すれば必然的に、これら⚒つの条約上の義務
は抵触関係になる。そして同一人物についてその⚒か国が引渡を要求すれば、
これら⚒つの国への引渡義務のいずれを優先するかの規則が必要となる。国家
Ａと国家Ｂとの条約と、後で締結された国家Ａと国家Ｃとの条約が抵触すると
き、国家Ｂとの条約は国家Ｃとの条約に影響されることはないため、国家Ａは
いずれかの条約を修正又は終了するか、どちらか又は両方の条約の違反のリス
クを負うか、の選択をすることになる47）。条約締結の際に、国家はそのような
リスクを避けることが望まれるが、多くの場合、二国間や地域的引渡条約に調
整規定を置くことで対応している。
比較的初期の二国間条約の多くには競合する引渡請求の場合に関する特別な
45) See, Michael Placha, “The Lockerbie Case : The Role of the Security Council in
Enforcing the Principle Aut Dedere Aut Judicare,” European Journal of
International Law, Vol 12 (2001), p. 126.
46) 例えばコロンビアの麻薬カルテルに関する事件においては、米国からの引渡請求
に対しコロンビアが競合する引渡請求を行うことがあったと報告される。
Bassiouni, supra note 1, p. 953, note. 7.
47) Anthony Aust, Modern Treaty Law and Practice, Third edition (Cambridge,
2013), p. 193.
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規定がないものも多く48）、特に英米法系の国は属地主義の優先の理論を慣習国
際法として理解し、同理論に依拠する形で裁判所が決定したとも言われる49）。
1870年代から1940年代頃まで見られた調整規定は、次節で見るように、同一人
物についての異なる犯罪に関する引渡請求に関する規定である。同一犯罪に関
する競合に適用される調整規定の初期のものとして見られる1916年のブラジル
とウルグアイ間の引渡条約では、同一人物に対する複数国からの引渡請求の競
合の際、被請求国が自由に決定できるとする裁量規定が置かれた50）。その後、
同様の裁量規定は徐々に浸透し51）、1950年代以降に締結された二国間条約の大
多数は、各当事国が属する法体系に関係なく、このような裁量規定を置いてい
る52）。裁量規定における考慮事項として、相対的な重大性が盛り込まれている
48) E. g, 1904 Extradition Treaty between Austria-Hungary and Greece, 2 LNTS
174 ; 1923 Extradition Treaty (the United States of America-Turkey), 153 LNTS
71.
49) Bassiouni, supra note 1, p. 953. 英米法系諸国は、刑事管轄権について属地主義
の原則的優位を主張していたため、欧州の大陸法系諸国が19世紀前半には二国間引
渡条約の締結を一般化していた一方、英米法系諸国が二国間引渡条約を締結するよ
うになったのは19世紀後半に入ってからであった。山本草二「犯罪人引渡制度にお
ける政治性の変質」『法学』第49巻⚓号（1985年）13頁。
50) 1916 Treaty on the Extradition of Criminals (Brazil-Uruguay), 1031 UNTS 255,
Article 11.
51) E. g, 1928 Convention relating to Extradition and Judicial Assistance in Criminal
Matters (Austria-Finland), 89 LNTS 69, Article 9 ; 1931 Convention regarding the
Extradition of Criminals and Judicial Assistance in Criminal Matters
(Czechoslovakia-Sweden) 134 LNTS 135, Article 11.
52) E. g, 1956 Extradition and Judicial Assistance in Criminal Matters (Israel-Italy),
316 UNTS 97, Article 13 ; 1956 Extradition Convention between Belgium and the
State of Israel, 260 UNTS 3, Article 7 ; 1961 Treaty of Extradition between the
United States of America and the United States of Brazil, 532 UNTS 177, Article
10 ; 1973 Treaty of Extradition (Australia-Italy), 1020 UNTS 71, Article 39 ; 1976
Extradition Treaty (Indonesia-Philippines), 1031 UNTS 225, Article 18 ; 1981
Treaty relating to Extradition (Philippines-Thailand), 1394 UNTS 3, Article 17 ;
1984 Treaty concerning Extradition (Australia-Finland) 1411 UNTS 320, Article
10 ; 1985 Treaty between Canada and Italy concerning Extradition, 1467 UNTS 3,
Article 11 ; 1987 Extradition Treaty between the Kingdom of Belgium and the
United States of America, 2093 UNTS 263, Article 13 ; 1988 Treaty on →
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ものも見られる。その初期のものとしては、建国したばかりのイスラエルが
1950年代に諸国と締結した二国間条約が代表的である53）。1960年代以降の二国
間引渡条約では、裁量規定に考慮事項として重大性に加えて犯罪の実行地や請
求の日付、対象人の国籍や後に他国に引き渡される可能性といったものが盛り
込まれるようになった54）。
一方、米州諸国が当事国となる二国間条約では、対象犯罪が同一であるとき
と異なるときとで場合分けをし、それぞれに特定の優先規定を置くものを採用す
るものが複数見られる。1919年のブラジルとペルー間での引渡条約⚖条は、同一
犯罪に対する引渡請求の競合の場合には犯罪行為地国への引渡が優先されると定
める55）。同様の規定は、コロンビアとコスタリカ間やボリビアとブラジル間と
いった米州諸国間での条約でも見られる56）。また、ブラジルが当事国となって
いる場合、欧米諸国との二国間引渡条約でも同様の規定が採用されている57）。
→ Extradition (Australia-Philippines) 1641 UNTS 331, Article 10 ; 1989 Treaty
concerning Extradition (Italy-Brazil) 1904 UNTS 70, Article 20 ; 1997 Convention
between the Kingdom of Belgium and the Kingdom of Morocco on Extradition
2317 UNTS 563, Article 15.
53) Extradition and Judicial Assistance in Criminal Matters (Israel-Italy), Ibid ;
Extradition Convention between Belgium and the State of Israel, ibid. 当時の訴追
関心から、戦争犯罪に関する引渡を優先させる狙いがあったことが想像される。
See, Steven Lube and Jan Stern Reed, “Extradition of Nazis from the United
States to Israel : A Survey of Issues in Transnational Criminal Law,” Stanford
Journal of International Law, Vol. 22, No. 1 (1986), pp. 1-65.
54) E. g, 1963 Extradition Treaty (the United Kingdom-Sweden), 590 UNTS 117,
Article 14 ; 1971 Convention concerning Extradition and Judicial Assistance in
Criminal Matters (Belgium-Yugoslavia (Socialist Federal Republic of), 872 UNTS
3, Article 15 ; 1972 Treaty on Extradition (Denmark-the United States of
America), 952 UNTS 29, Article 15.
55) 1919 Treaty on the Extradition of Criminals (Brazil-Peru), 1031 UNTS 277,
Article 6.
56) 1928 Treaty on Extradition between the Republic of Colombia and the Republic
of Costa Rica, 2411 UNTS 12, Article 21 ; 1938 Extradition Treaty between Brazil
and Bolivia, 54 UNTS 333, Article 13.
57) 1953 Extradition Treaty between Belgium and Brazil, 272 UNTS 157, Article
11 ; Treaty of Extradition between the United States of America and the →
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地域的制度も、⚒か国以上の国からの引渡請求があった場合について規定す
るが、それぞれ異なる規定が採用されている。欧州引渡条約17条は、同一犯罪
に対する引渡請求の競合の場合には被請求国が判断するという裁量規定である。
ただし、その決定を行う際には、特に、犯罪の相対的重大性並びに実行地、各
請求の日付、対象人の国籍、及び他国に対する後の引渡の可能性といった状況
などを考慮しなければならない。他方、米州条約15条では、先に見た米州諸国
の実行を反映し、⚒か国以上からの同一犯罪に対する請求の場合には、犯罪が
行われた国の請求を優先することとし、属地主義の優先を維持するという優先
規定が採用されている。
1990年に最初に採択され、2002年に修正版が採択された「引渡に関するモデ
ル条約」（モデル条約）は58）、従来の条約実行を反映しつつ、新たに締結され
る引渡条約のモデルとして利用されてきた59）。モデル条約はそれまでの多くの
国家実行を反映しているだけでなく、2002年の日本と韓国間の引渡条約といっ
たモデル条約以降に締結される二国間条約は、モデル条約と非常によく似た規
則を採用しているものが多く見られ、モデル条約上の調整規定は慣習国際法を
反映するものであると考えられる。モデル条約16条では、当該引渡条約の締約
国による請求と第三国による請求が競合した場合について規定する。同条は、
→ United States of Brazil, supra note 52, Article 10.
58) モデル条約は、「引渡関係が最新版であることを確保するために、自らの引渡関
係の検討として、国家によって注意深く検討されるべき重要なツールとして紹介さ
れる」。Revised Manuals on the Model Treaty on Extradition and on the Model
Treaty on Mutual Assistance in Criminal Matters (2002), United Nations Ofﬁce on
Drugs and Crime, at https: //www. unodc. org/pdf/model_treaty_extradition_
revised_manual.pdf, para. 4.
59) 19世紀に確立した犯罪人引渡制度の諸原則が大陸法系の国の制度を基礎としたも
のであるのに対し、グローバリゼーションが進んだ結果、英米法系、イスラム法系、
及び社会主義法系といった異なる法制度の諸国との引渡をも円滑にすすめる必要が
生じた。そのためモデル条約は、共通的に認容される犯罪人引渡法の諸原則を樹立
しつつも、締約国相互間における特殊事情を考慮した弾力的取り極めを可能にする
との要請を反映していると指摘されている。森下忠「国連の犯罪人引渡モデル条
約」『警察学論集』第52巻⚖号（1999年）68-69頁。
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同一人物についての引渡を他方の締約国及び第三国から請求された締約国は、
その者がいずれの国に引き渡されるかを自国の裁量により決定するとしている。
ただし、この裁量規定のコメンタリでは、従来の実行を反映して、同条を実際
に採用するにあたっては被請求国が検討しなければならない事項を特定するこ
とが推奨されている60）。実際に、例えば2002年の日本と韓国間の引渡条約11条
⚒項では、いずれの国に引き渡すかの決定にあたり、犯罪実行の時期及び場所、
犯罪の重大性、請求の日付、引渡対象者の国籍及び居住地、条約に基づくか、
といった事項を考慮することを定めている。
裁量規定における考慮事項は、競合する引渡請求の被請求国による引渡先決
定において、ガイドラインとして機能している。ロシアと米国からの横領に関
する引渡請求が競合したアダモフ事件に関し被請求国であるスイスの連邦裁判
所は2005年の判決で、引渡の対象となっている者がロシア国籍であり、かつ訴
追対象となっている行為が主にロシアで行われたことを理由に、ロシアからの
引渡請求に優先を与えることを決定した61）。スイスとロシアはともに欧州引渡
条約の締約国であるが62）、スイスと米国の間には1990年に引渡条約が結ばれて
いる63）。欧州引渡条約17条とスイスと米国間引渡条約17条はともに、被請求国
が関連する諸事項を考慮して決定するとしていたが、これらいずれの裁量規定
にも犯行地と対象人の国籍が考慮事項として含まれている。
以上のように、双務的及び地域的引渡条約で最も多く見られた調整規定は、
競合する請求を受けた国がいずれの国に引き渡すか決定することができるとい
60) Revised Manuals on the Model Treaty, supra note 58, p. 61.
61) European Court of Human Rights, Adamov v. Switzerland, Judgment (Applica-
tion no. 3052/06) Second section (21 June 2011), para. 29. ただし、二つの引渡の対
象となった横領の金額は異なる。Former Russian Minister Deported (BBC News,
30 December 2005), at http://news.bbc.co.uk/2/hi/europe/4570716.stm.
62) Chart of signatures and ratiﬁcations of Treaty 024, Council of Europe, at https:
//www.coe. int/en/web/conventions/full-list/-/conventions/treaty/024/signatures
?p_auth=KkrqPhLG.
63) 1990 Extradition Treaty between the Government of the United States of
America and the Government of the Swiss Confederation, 2934 UNTS (no. 51039).
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う裁量規定である。したがって、競合する請求が根拠とする双務的又は地域的
条約のどちらかが被請求国による裁量に任せている場合には、一見した抵触状
態は当該条約規定により解消され、裁量を規定しない方の条約義務が優先する
ように思われる。しかし、国内判例ではこれと異なる次のような見解がとられ
た事例がある。1987年にスイス連邦裁判所は、条約に基づく二つの請求が競合
する場合で、片方の条約には裁量規定が存在するが、もう一方には調整規定が
ない場合、「条約法又は国内法の諸原則に基づいて埋められねばならない欠缺
がある」として、自国の裁量で引渡先を決定した64）。
競合する請求の基礎となる複数条約のいずれにも裁量に関する規定がない場
合、又は双方ともが異なる優先規定を採用している場合も問題となり得る。い
ずれにも裁量規定がない場合には、条約上の義務関係が抵触状態になる。この
抵触を解消するような慣習法の成立が望まれることになるが、先述のスイス連
邦裁判所の実行や多くの引渡条約の規定から、モデル条約で確認された裁量規
定が慣習国際法として調整の役割を果たすものと思われる。ただし、双方とも
が異なる優先規定を採用している場合は、たとえ裁量規定がモデル条約で確認
された慣習国際法だとしても、優先規定はその性格上特別法を構成すると考え
られ、いずれの優先規定も慣習法上の裁量規定に優位するように思われる。引
渡条約上の二つの矛盾する優先規定がともに妥当するとき、いずれの優先規定
が優位するかに関する慣習法規則はいまだ存在しないと考えられる。
ただし、引渡の優先関係でなく条約間の優先関係が明示的に規定されている
場合は問題にならないと言える。地域的な引渡条約と当該条約の当事国間です
でに結ばれている双務的な条約との関係の規律は、欧州条約と米州条約で全く
異なる。欧州引渡条約は28条⚑項で、欧州条約当事国間で引渡を規律するいか
なる二国間条約や合意の規定にも、欧州条約が優先することを明確に規定する。
欧州条約の当事国間で双務的な条約を締結できるのは、欧州条約の規定を補完
64) 同事例では、調整規定を持たない二国間引渡条約を締結しているベルギーと、欧
州引渡条約当事国であるイタリアからの引渡請求の競合が問題となった。C v.
Federal Police Department, 100 ILR 657 (16 September 1987), p. 661.
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する、又は欧州条約に含まれる諸原則の適用を促進するためだけである（欧州
条約28条⚒項）。他方、米州条約は、33条⚑項で、米州条約はそれを批准した
国に適用されるが、当事国が明示的に宣言又は合意したものでない限りは、既
に発効した多国間又は二国間条約に優先しないとしている。
2．普遍的制度
普遍的引渡制度については、基本的に、対象の犯罪を既存の双務的制度の対
象犯罪に加えるという規定をもって、双務的制度を補完する形をとっている。
例えば1961年麻薬に関する単一条約（改正後）36条⚒項(b)(i)は、同条約の対
象の犯罪は、締約国間の現行の、及び将来の引渡条約すべてにおける引渡犯罪
と見做すことを規定する。そのため、普遍的制度を設定する条約の締約国間で
双務的な引渡条約がある場合は、当該制度の対象犯罪が既存の双務的な条約の
対象犯罪に含まれるため、当該犯罪についての引渡請求に応じる義務が生じる
ことになる。同様の規定は、拷問等禁止条約及び強制失踪防止条約にも存在す
る65）。また、各種航空関係犯罪に関する条約、核物質防護条約、海洋航行不法
行為防止条約、麻薬関連諸条約、テロ関連条約、組織犯罪防止条約、腐敗防止
条約、欧州評議会の諸条約も同様に、既存の双務的制度の対象犯罪にこれら犯
罪を加えるという方法で、各犯罪の普遍的引渡制度を確保している66）。
普遍的引渡制度を設定する諸条約は、条約の存在を引渡の条件としない締約
国間については、対象の犯罪を、国内法に従って相互間で引渡犯罪として認め
なければならないことを規定する67）。しかし、国内法上の引渡犯罪に含まれる
65) 拷問等禁止条約⚘条⚑項、強制失踪防止条約13条⚒項。
66) ハーグ条約⚘条⚑項、モントリオール条約⚘条⚑項、核物質防護条約11条⚑項、
海洋航行不法行為防止条約11条⚑項、麻薬に関する単一条約36条⚑項(b)(i)、向精
神薬条約22条⚒項(b)、麻薬及び向精神薬の不正取引処罰条約⚖条⚒項、国際代表
等犯罪防止処罰条約⚘条⚑項、人質行為防止条約10条⚑項、国連要員安全条約15条
⚑項、爆弾テロ防止条約⚙条⚑項、テロ資金供与防止条約11条⚑項、核テロ防止条
約13条⚑項、組織犯罪防止条約16条⚓項、腐敗防止条約44条⚔項、サイバー犯罪に
関する条約24条⚑項。
67) 拷問等禁止条約⚘条⚓項、強制失踪防止条約13条⚕項、ハーグ条約⚘条⚓項、 →
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としても、あくまで国内法においてであり、引渡の国際法上の義務が創設され
ているわけではない。他方、条約の存在を犯罪人引渡の条件とする締約国間に
おいて双務的な条約が存在しないときは、普遍的引渡制度を設定する多国間条
約を、同条約が規律する犯罪に関する引渡のための法的根拠と見做すことがで
きるとされている68）。この規定により、普遍的制度の対象となっている犯罪に
関しては、双務的制度が存在しない場合には普遍的制度が補完的に特定の犯罪
について利用可能となるメカニズムが整備されている。しかし、同規定は許容
規定であり、引渡請求がある場合の双務的な引渡条約の代わりとして義務の根
拠となるわけではない。
ジェノサイド条約及びジュネーヴ諸条約上の普遍的引渡制度も双務的又は地
域的制度を補完するが、上記の制度とは異なり、対象の犯罪を引渡犯罪として
加えることを義務付けているわけではない。ジェノサイド条約⚗条は、引渡に
関し締約国は、犯罪人を引き渡すことを「誓約する（pledge themselves）」69）
と定める。同規定により、ジェノサイド条約当事国からの引渡請求に応じる義
→ モントリオール条約⚘条⚓項、核物質防護条約11条⚓項、海洋航行不法行為防止
条約11条⚓項、麻薬に関する単一条約36条⚑項(b)(iii)、向精神薬条約22条⚒項
(b)、麻薬及び向精神薬の不正取引処罰条約⚖条⚔項、国際代表等犯罪防止処罰条
約⚘条⚓項、人質行為防止条約10条⚓項、国連要員安全条約15条⚓項、爆弾テロ防
止条約⚙条⚓項、テロ資金供与防止条約11条⚓項、核テロ防止条約13条⚓項、組織
犯罪防止条約16条⚖項、腐敗防止条約44条⚗項、サイバー犯罪に関する条約24条⚔
項。
68) 拷問等禁止条約⚘条⚒項、強制失踪防止条約13条⚔項、ハーグ条約⚘条⚒項、モ
ントリオール条約⚘条⚒項、核物質防護条約11条⚒項、海洋航行不法行為防止条約
11条⚒項、麻薬に関する単一条約36条⚑項(b)(ii)、向精神薬条約22条⚒項(b)、麻
薬及び向精神薬の不正取引処罰条約⚖条⚓項、国際代表等犯罪防止処罰条約⚘条⚒
項、人質行為防止条約10条⚒項、国連要員安全条約15条⚒項、爆弾テロ防止条約⚙
条⚒項、テロ資金供与防止条約11条⚒項、核テロ防止条約13条⚒項、組織犯罪防止
条約16条⚔、⚕項、腐敗防止条約44条⚕、⚖項、サイバー犯罪に関する条約24条⚓
項。
69) 同表現は、単に引渡に関する条約上の諸規定に拘束されることを強調するものと
評されている。Bjorn Schiffbauer, “Article VII,” in Christian J. Tams, Lars Berster
and Bjorn Schiffbauer, Convention on the Prevention and Punishment of the
Crime of Genocide : A Commentary (C. H. Beck/Hart/Nomos, 2014), p. 266.
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務が設定されているとされている。しかしこの規定は「現行の自国の法令又は
条約に従って」とし、引渡手続は既存の双務的又は地域的制度に従うことを想
定している70）。したがって双務的又は地域的条約に基づいてジェノサイド条約
締約国同士が競合する請求を行った場合には、当該条約上の調整規定に従って
引渡国の優先が決定されると考えられる。他方、ジュネーヴ第一条約49条は、
各締約国が希望する場合には、「自国の法令の規定に従って」、その者を他の関
係締約国に裁判のため引き渡すことが「できる（may）」とする。この規定は
ジュネーヴ諸条約及び追加議定書上の捜査及び訴追義務があるにも拘らず引渡
が選択できることを定めるに過ぎず、ジュネ―ヴ諸条約の重大な違反行為につ
いての他国からの引渡請求に応じるかどうかは既存の国内法令による。ジュ
ネーヴ諸条約第一追加議定書88条は明示的に、同条約上の刑事問題に関する相
互援助に関する規定は、現在同問題を規律している他の二国間又は多国間の条
約に基づく義務に影響を及ぼすものではないことを規定している。
普遍的引渡制度を設定する諸条約は、ジェノサイド条約を除いておおむねす
べて「引渡又は訴追」義務を規定する条項を含んでいるが、近年の多くの条約
に含まれる当該義務は、厳密には引渡義務ではない。「引渡又は訴追」義務の
規定のされ方は様々であるが、次の⚔つの型に分類できると理解されてい
る71）。第⚑の型は、1929年の偽造通貨防止のための国際条約に代表されるもの
である。比較的古い諸条約に取り入れられたこの型の特徴は、自国民である理
由から対象人を引き渡さない場合には自国において訴追を行うことを定める点
である72）。第⚒の型は、地域的条約に見られるもので、いずれの犯罪について
70) ジンバブエは、Mengistu についてのジェノサイドに関するエチオピアからの引
渡請求に対し、両国間で引渡条約がないことを理由に引渡を拒否した。Firew
Kebede Tiba, “The Mengistu Genocide Trial in Ethiopia,” Journal of International
Criminal Justice, Vol. 5 (2007), p. 517.
71) The Obligation to Extradite or Prosecute (aut dedere aut judicare), Final Report
of the International Law Commission, Yearbook of the International Law
Commission, 2014, vol. II (Part Two), para. 6.
72) 偽造通貨防止のための国際条約⚘条、危険薬品の不正取引の防止に関する条約⚗
条、テロリズムの防止及び処罰に関する条約⚙条、人身売買及び他人の売春から →
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の引渡かに拘らず、地域内での引渡請求を義務付けつつ、何らかの事情で引渡
が行われない場合には自国での訴追を義務付けることで、地域内での犯罪防圧
を確保するものである73）。第⚓の型は、ジュネーヴ諸条約及び追加議定書に見
られるもので、被疑者所在国は対象人に対する公訴提起の義務を負うが、希望
する場合で、かつ請求国が事件について一応充分な証拠を示した場合には、そ
の者を当該請求国に引き渡すことができると定める74）。第⚔の型は、いわゆる
「ハーグ・フォーミュラ」と呼ばれるもので、1970年のハーグ条約に規定され、
その後の多くの多国間条約に取り入れられた型である75）。この型においては、
被疑者が領域内で発見された締約国は、当該者を引き渡さない場合には、いか
なる例外もなしに、訴追のため自国の権限のある当局に事件を付託する義務を
負う76）。これら⚔つの型は、引渡を義務付け訴追を補完的に位置づけるもの
（第⚑、第⚒の型）と、訴追を義務付け引渡を補完的に位置づけるもの（第⚓、
第⚔の型）に大別できる77）。
→ の搾取の禁止に関する条約⚙条、麻薬に関する単一条約36条⚒項、向精神薬条約22
条⚒項、児童の売買、児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利に関する条約の
選択議定書（⚕条）。
73) 例えば、欧州引渡条約⚑、⚖条、米州引渡条約⚑、⚒条、ECOWAS 引渡条約⚒、
10条。
74) ジュネーヴ第一条約49条、第二条約50条、第三条約129条、第四条約146条、第一
追加議定書85条⚑、⚓項及び88条⚒項。
75) ハーグ条約⚗条、モントリオール条約⚗条、麻薬及び向精神薬の不正取引条約⚖
条⚙項、国際代表等犯罪防止処罰条約⚗条、人質行為防止条約⚘条、国連要員安全
条約14条、核物質防護条約10条、海洋航行不法行為防止条約10条、爆弾テロ防止条
約⚘条、テロ資金供与防止条約10条、核テロ防止条約11条、拷問等禁止条約⚗条、
組織犯罪防止条約16条10項、サイバー犯罪に関する条約24条⚖項、腐敗防止条約44
条⚖項、強制失踪防止条約11条。
76) 被疑者の所在という事実のみから訴追に関わる義務が発生し、引渡の請求がなさ
れてはじめて他国での訴追のため当該他国に被疑者を移送するという代替的な方途
の採用が被請求国に利用可能となる。熊谷卓「国際テロリズムと条約の役割――引
渡しまたは訴追の規定を中心に――」『新潟国際情報大学情報文化学部紀要』第16
号（2013年）72頁。
77) Separate Opinion of Judge Yusuf in the case concerning Questions concernant
lʼobligation de poursuivre ou dʼextrader (Belgique c. Senegal), arret, C. I. J. Recueil →
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近年のほとんどの普遍的引渡制度を構築する条約は第⚔の型を採用している。
この型では、引渡は訴追義務を解除する役割を持つに過ぎず、当該犯罪に対す
る引渡請求に応じなければならないという引渡義務ではない78）。そのため、対
象犯罪に対する引渡請求に応じずとも自国での訴追を行えばよく、訴追を行わ
ない場合でも訴追義務違反となるのみであり引渡義務違反は生じない79）。ジュ
ネーヴ諸条約は上述の通り、第⚓の型を採用している。またジェノサイド条約
については、裁判を行うとされているのは「その行為が行われた領域の国の権
限ある裁判所」又は「国際刑事裁判所」であるので、ハーグ・フォーミュラの
「引渡又は訴追」が採用されているわけではない80）。
3．垂直的制度
ICC は規程締約国に対する垂直的な引渡制度をおいているが、ICC 管轄犯
罪に関する規程締約国間又は規程非締約国からの、双務的、地域的又は普遍的
引渡制度を利用した引渡請求と ICC からの引渡請求が競合する可能性がある。
ICC は、ジェノサイド、人道に対する犯罪、戦争犯罪、侵略犯罪の⚔つの中
核犯罪についての管轄権を有する（ICC 規程⚕条）。同一の ICC 管轄犯罪に関
する引渡請求が競合する場合とは、中核犯罪の実行者が被請求国領域内に所在
する場合で、① 垂直的制度を利用した ICC による引渡請求、② 被請求国と
双務的又は地域的な引渡条約を締結している国による当該条約を利用した引渡
→ 2012, p. 422, at pp. 567-568, paras 19-22. 用いられている文言と犯罪の性質との
関連は見られず、むしろいくつかの相当に重大な犯罪に対して、相対的に弱い又は
遠回しの文言が使われていると指摘される。M. Cherif Bassiouni, Aut Dedere Aut
Judicare : The Duty to Extradite or Prosecute in International Law (Martinus
Nijhoff Publishers, 1995), p. 9.
78) 例えば、山本「前掲論文」（注49）26-27頁。
79) See, Questions concernant lʼobligation de poursuivre ou dʼextrader (Belgique c.
Sénégal), arrêt, C. I. J. Recueil 2012, p. 422, p. 456, para. 95.
80) 同見解は起草過程とも整合的である。引渡請求がない場合の犯行地国以外の犯人
所在国に訴追義務を課する旨のイランによる改正提案があったが、反対多数で否決
されている。Robert Roth, “The Extradition of Génocidaires,” Paola Gaeta (ed.),
The UN Genocide Convention : A Commentary (Oxford, 2013), p. 305.
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請求、及び、③ 被請求国と双務的又は地域的な引渡条約を締結していない国
からの普遍的引渡制度のみを理由とする引渡請求、の⚓形態が競合する場合が
想定される。
請求国が ICC 規程締約国の場合には、原則として、①の ICC からの垂直的
な引渡請求が優先する81）。ICC 規程90条は、ICC からある者の引渡の請求を
受けた ICC 締約国で、同請求の対象となっている「犯罪の基礎を構成する同
一の行為」に関し、他の国からも当該者について引渡の請求を受ける場合につ
いて規定している。その規定は明確である。請求国が ICC 規程締約国である
場合には、被請求国は、ICC が事件の受理を決定しているときは、ICC から
の請求を優先する（ICC 規程90条⚒項）。ICC が事件の受理を決定するまでは、
引渡は行われない（同⚓項）。同条の起草過程では、ICC に対する被請求国の
義務は、他国に対して負う義務より重いか、軽いか、又は同等か、が論点と
なった82）。結果として、規程90条により、ICC 規程上の義務を最優先のもの
として性格づけることが決定されたと言える。
競合する請求を行う請求国が ICC 規程締約国でない場合は、「引渡を行う国
際的な義務」がない場合には ICC からの引渡請求が優先される（同⚔項）。規
程締約国でない請求国に対し②の場合のような双務的又は地域的条約に基づく
国際的な義務が存在する場合には、請求の日付、請求国の利益（犯罪実行地や、
被害者及び引渡対象者の国籍）、及び請求国から後に ICC に引き渡される可能
性といった関連事項を考慮して、被請求国が決定する（同⚖項）。このように
81) 特設裁判所からの引渡請求には、その優越性に起因して、例外のない優先が与え
られた。ICTY/ICTR 手続証拠規則58。なお、被請求国が ICC 非締約国であって
も、慣習国際法、又は国連安保理事会決議の効果により当該国に引渡義務が生ずる
との議論について、判例、及び諸学説が精緻化されつつある。竹村仁美「国家元首
等の外国刑事管轄権からの免除――その輪郭と国際刑事管轄権との関係――」『国
際法外交雑誌』第114巻⚓号（2015年）22-27頁参照。
82) Claus Kress and Kimberly Prost, “Article 90 Competing Requests,” in Otto
Triffterer (ed.), Commentary on the Rome Statute of the International Criminal
Court : Observersʼ Notes, Article by Article, Third edition (Hart Publishing, 2016),
p. 2060.
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して、ICC 規程90条は、二つの競合する請求に直面する国家に、国際法上の
既存の義務の尊重と、ICC の制度的有効性の保全を試みていると評されてい
る83）。いずれにしても、基本理念としては、優先が ICC 規程上の義務に与え
られなければならないとの主張もある84）。
③のような普遍的制度に基づく引渡請求の ICC 規程上の位置づけは犯罪の
種類ごとに異なる。ICC 管轄犯罪に関しては、ジェノサイドについてジェノ
サイド条約、戦争犯罪についてジュネーヴ諸条約上の普遍的引渡制度がある。
ジェノサイド条約⚗条は上述の通り、「現行の自国の法令又は条約に従って犯
罪人を引き渡すことを誓約する」として引渡義務を設定するため、ジェノサイ
ド条約単体で ICC 規程90条にいう「引渡を行う国際的な義務」を創設する。
他方、ジュネーヴ第一条約49条は、各締約国が希望する場合、自国の法令の規
定に従って、その者を他の関係締約国に裁判のため引き渡すことができるとす
るにとどまるため、ジュネーヴ諸条約上の捜査及び訴追義務があるにも拘らず
引渡が選択できることを定めるに過ぎない。そのため、ジュネーヴ諸条約単体
では、ICC 規程90条にいう「引渡を行う国際的な義務」が創設されていると
は言い難い。2017年に ILC が第一読を終えた人道に対する犯罪に関する条約
草案においても「引渡又は訴追」義務を盛り込むことが提案されている。同草
案では、容疑者所在国に引渡義務を設定しているわけではないため85）、当該条
約が採択され発効したとしても、当該条約単体に基づく批准国への人道に対す
83) Oktawian Kuc, “The Rome Statute and Legal Limitations to the International
Surrender Regime,” New England Journal of International and Comparative Law,
Vol. 18, No. 1 (2012), p. 267. また、請求の競合の場合には ICC 及び請求国と協議
の上、必要に応じていずれかの請求を延期するなどの措置が推奨されている（ICC
規程90条⚙項(a)）。
84) Goran Sluiter, “The Surrender of War Criminals to the International Criminal
Court,” Loyola of Los Angeles International & Comparative Law Review, Vol. 25
(2003) p. 630.
85) Text of the Draft Articles on Crimes Against Humanity adopted by the
Commission on First Reading, Report of the International Law Commission,
Sixty-ninth session (1 May-2 June and 3 July-4 August 2017), UN Doc. A/72/10,
pp. 14-16, Article 10, 13.
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る犯罪についての引渡請求は ICC 規程90条⚔項の対象となり、競合する ICC
への引渡が優先される。
ここまで見てきたように、同一の犯罪に対して二つ以上の引渡請求が競合す
る場合は、双務的又は地域的制度上の調整規定や ICC への引渡義務の優先及
び調整規定を通じて、米州条約や属地主義の優先に関する規定を有する二国間
条約を除いて、基本的には考慮事項を提示しつつ、被請求国に判断権を与える
ことで調整されていることが明らかとなった。しかし、同一人物に対する競合
する請求は、必ずしも同一の犯罪について行われるとは限らない。実際には、
同一の人物に複数の容疑がかけられるとき、そのうちの異なる犯罪についてそ
れぞれ引渡請求がなされ得るのである。そこで、次節では、異なる犯罪に対す
る引渡義務が競合した場合について考察する。
IV．異なる犯罪に対する引渡請求の競合
1．双務的及び地域的制度における調整規定
一つの犯罪が国境を越えて影響を及ぼし複数国の訴追関心の対象となるよう
な事件が頻発する以前は、引渡請求の競合は主に同一人物による異なる国での
別々の犯罪について生じることが想定されていた。最初に採用された優先規定
は、先行する請求を優先するとの規定である。例えば、1876年のフランスと英
国間の引渡条約12条や1892年のスペインとコロンビア間引渡条約10条では、他
の当事国から引渡請求がある者に対して他の犯罪の行為地である第三国から当
該他の犯罪について当該者について引渡請求があった場合には、先に請求を
行った国に引き渡される旨規定している86）。このような規定は1940年代までの
英米が一方当事国となっている二国間条約や87）、スペインと米州諸国との二国
86) 1876 Treaty on Extradition between the French Republic and the United
Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, 1324 UNTS 327, Article 12 ; 1892
Convention on Extradition (Colombia-Spain), 1721 UNTS 418, Article 10.
87) 1889 Treaty between Great Britain and Northern Ireland and the Argentine
Republic for the Mutual Extradition of Fugitive Criminals, 1212 UNTS 253,
Article 13 ; 1901 Treaty for the Mutual Surrender of Fugitive Criminals →
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間条約に多く見られる88）。また、裁量規定が採用されている条約でも、1928年
のオーストリアとフィンランド間の引渡条約や1931年のチェコスロヴァキアと
スウェーデン間の引渡条約では、異なる犯罪についての競合について被請求国
が裁量で決定する際、引渡先の国が競合する請求を行った国に後で引き渡すこ
とを条件とすることができるとの規定が盛り込まれている89）。
犯罪の重大性を優先の基準とする条約も見られる。1946年のイラクとトル
コ間の引渡条約14条では、異なる犯罪に対する引渡請求が競合した場合には、
最も重大な犯罪が行われた国に引き渡すと定める90）。ただし同条は、対象人
が自国民でなく、犯罪が同等程度重大であるときは、先に請求を行った国に
引き渡されるとする。また、1922年のチェコスロヴァキアとイタリア間引渡
条約11条では、条約当事国のいずれかと第三国からの引渡請求が競合したと
きは、最も重大と考えられる犯罪についての引渡が優先されるが、犯罪の重
大性が同等程度である場合には先に請求を行った国に引き渡されると規定さ
れている91）。
米州諸国では、異なる犯罪に対する請求が競合する場合、考慮事項を階層化
→ (Belgium-United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland), 997 UNTS 378,
Article 10 ; 1923 Extradition Convention between the United States of America
and Estonia, 43 LNTS 277, Article 7 ; 1924 Treaty for the Extradition of
Criminals (Finland-United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland), 34
LNTS 79, Article 13 ; 1931 Extradition Treaty between the United States of
America and Great Britain and Northern Ireland, 163 UNTS 60, Article 10 ; 1947
Treaty between the United States of America and the Union of South Africa
relating to Extradition, 148 UNTS 85, Article 9.
88) 1919 Extradition Treaty between Spain and the Republic of Paraguay, 2181
UNTS 599, Article 7.
89) Convention relating to Extradition and Judicial Assistance in Criminal Matters
(Austria-Finland), supra note 51, Article 9 ; 1931 Convention regarding the
Extradition of Criminals and Judicial Assistance in Criminal Matters
(Czechoslovakia-Sweden), 134 LNTS 135, Article 11.
90) 1946 Extradition Convention between the Kingdom of Iraq and the Republic of
Turkey, 37 UNTS 369, Article 14.
91) 1922 Extradition Convention (Czechoslovakia-Italy), 55 UNTS 171.
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している。1919年のブラジルとペルー間での引渡条約⚖条では、異なる犯罪に
対する請求の競合の場合には最も重大な犯罪が行われた国に対する引渡が優先
されるが、二つが同等程度の重大性の場合には請求を先に行った国への引渡、
同じ日付の場合には被請求国が優先を決定すると定めている92）。コロンビアと
コスタリカ間やボリビアとブラジル間といった米州諸国間での条約でも見られ
る同様の規定では、二つの請求が同等程度の重大性を有する場合の扱いについ
ては若干異なる93）。また、ブラジルが当事国となっている欧米諸国との二国間
引渡条約でも同様の規定が採用されているが、二つの請求の対象犯罪の重大性
が同等程度の場合には、ブラジルとベルギー間の引渡条約では先に請求を行っ
た国へ、ブラジルと米国間の引渡条約では被請求国が決定するとする違いがあ
る94）。
近年のほとんどの双務的な引渡条約における調整規定では、対象犯罪が同一
であるときと異なるときとで対応を区別していない。上で見たように、引渡条
約の締約国による請求と第三国による請求が競合した場合についてモデル条約
16条では、被請求国がその者がいずれの国に引き渡されるかを自国の裁量によ
り決定するとしている。日本と韓国間の引渡条約11条⚑項では、「同一の又は
異なる犯罪に関し」として、犯罪が同一か異なるかによって対応は変わらない。
ただし、いずれの国に引き渡すかの決定にあたり考慮する事項に、11条⚒項は
犯罪の重大性を含めており、より重大な犯罪についての引渡請求を優先するこ
とも想定されている。
地域的引渡条約のうち、欧州引渡条約17条や ECOWAS 引渡条約23条も同
様に、「同一の又は異なる犯罪に関し」として、対象となる犯罪によっての区
92) Treaty on the Extradition of Criminals, supra note 55, Article 6.
93) Treaty on Extradition between the Republic of Colombia and the Republic of
Costa Rica, supra note 56, Article 21（重大性、請求の順番の次に、対象者の出生
地を基準とする) ; Extradition Treaty between Brazil and Bolivia, supra note 56,
Article 13（重大性が同等の場合には被請求国が決定するとする）。
94) Extradition Treaty between Belgium and Brazil, supra note 57, Article 11 ;
Treaty of Extradition between the United States of America and the United
States of Brazil, supra note 52, Article 10.
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別はなく、考慮事項として犯罪の相対的な重大性をあげるにとどまる。他方、
米州条約では、競合する請求の対象犯罪が同じときと異なるときとで、考慮事
項を変えている。米州条約15条では、対象犯罪が同一であるときと同様に、米
州諸国の実行を反映し、異なる犯罪についての請求同士が競合したときは、
「最も厳しい刑により処罰可能な犯罪について」の引渡を請求している国を優
先することとしている。また、異なる犯罪同士が同等程度の重大性を有すると
被請求国が考える場合には、請求を受けた順番に優先順が与えられると定めて
いる。
このように、異なる犯罪について引渡請求が競合した場合の裁量規定や優先
規定には、優先事由又は考慮事項として重大性が含まれている場合があるが、
実際の適用に際しては、その基準が問題となる。
2．普遍的制度における「引渡又は訴追」義務とジェノサイドへの引渡義務
普遍的制度においては、優先規定や裁量規定のような調整規定は見られな
い。双務的又は地域的条約と異なり、普遍的引渡制度を構築する多国間条約
が目的とするのは、その条約が対象とする特定の犯罪についての訴追を確保
することである。そのため、特定の犯罪の防止のための普遍的引渡制度にお
いては、当該制度が対象とする犯罪以外での引渡による訴追回避が問題とな
り得る。これを制約する機能を有すると考えられるのが、いわゆる「引渡又
は訴追」義務である。この義務により、普遍的制度の対象犯罪に関する引渡
請求はすべて優先されるが、それは引渡義務自体の優先からではなく、他の
犯罪について引き渡さない義務としての「引渡又は訴追」義務との関係であ
る。
「引渡又は訴追」義務について判示した2012年の国際司法裁判所（ICJ）の
「引渡又は訴追義務の問題に関する事件」判決からは、引渡により訴追義務が
免ぜられるのは、問題となる条約の対象犯罪について引渡が行われる場合に限
られることが含意されていると考えられる。すなわち、ICJ によれば、拷問等
禁止条約の引渡又は訴追に関する「条約規定の目的は、いかなる締約国におい
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ても逃げ場を見つけられないことを確保することによって、拷問行為の実行者
と疑われる者が処罰されないままになることを防止することである。容疑者が
領域内に存する国は、請求国にその者を引き渡す選択肢を実際に有しているが、
それは条約⚕条に従ってその者を訴追し裁判するある程度の能力を伴う管轄権
を有している国に対するものであるという条件のもとである」95）。拷問の被疑
者を、拷問以外の犯罪について他国に引き渡すことは、事実としては「容疑者
が領域内に存する」状態が解除されることにより、義務の発生原因はなくなる。
しかしこの行為は、その者が拷問については処罰されないままとされることに
加担する可能性もあり、拷問等禁止条約の条約趣旨には反する行為とされ得る
と考えられる。したがって、条約目的に鑑みる解釈をとれば、「引渡又は訴追」
義務の内容は、その義務を設定する条約の対象犯罪についての訴追か引渡を行
う義務であり、それ以外の犯罪について訴追や引渡を行うこと自体によって、
当該義務が解除されることを想定してはいないと考えられる96）。何らかの犯罪
についてただ訴追するだけ、引き渡すだけ、ではなく、どの犯罪について訴追
するか、どの犯罪について引き渡すか、という点が、犯罪ごとに成立している
普遍的引渡制度に基づく「引渡又は訴追」義務にとって重要なのである97）。
95) Questions concernant lʼobligation de poursuivre ou dʼextrader, supra note 79,
para. 120. また ILC の最終報告書では、ここで言う引渡は強制送還、超法規的移
送、又はその他の非公式な手法で代替されることはできないとしているが、この言
及は主に正式な引渡請求が重要な人権保護を伴っていることを主な理由としている。
The Obligation to Extradite or Prosecute, supra note 71, para. 22.
96) ロッカビー事件について、引渡請求をした米国や英国でも被疑者所在国のリビア
での訴追でもなく、国連安保理事会決議に基づいてオランダ空軍基地内でのスコッ
トランド法を適用する裁判所で扱われた事例があることから、「引渡又は訴追」義
務の第三の道としての第三国への「受け渡し（delivery）」があるとも指摘される。
Michael Placha, “The Lockerbie Case : The Role of the Security Council in
Enforcing the Principle Aut Dedere Aut Judicare,” European Journal of
International Law, Vol 12 (2001), p. 136.
97) ここで参照した ICJ 判決は拷問等禁止条約という特定の条約の履行に関するも
のであるが、当該条約上の「引渡又は訴追」義務はいわゆるハーグ・フォーミュラ
をモデルとしており、同一のフォーミュラを採用する他の諸条約上の「引渡又は訴
追」義務の意味を説明するのにも役立つと理解される。The Obligation to →
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どの犯罪について引き渡すかが重要であるという点は、これまで見逃されて
きた点であるように思われる。「引渡又は訴追」義務が設定された複数の異な
る犯罪に対する引渡請求が競合した場合をどのように規律するかについて、明
示的な規定や理論は確立していない。
ただし、「引渡又は訴追」義務を設定する条約間で引渡を行う義務の抵触が
あるというわけではない。抵触するのはあくまで「引渡又は訴追」義務であ
り、その内容は、当該犯罪について引き渡さない場合に訴追を行う（自国の
当局に事件を付託する）義務である。そのため「引渡又は訴追」義務を設定
する普遍的引渡制度上の義務は、他の犯罪については引き渡さない義務で
あって、対象犯罪に対する引渡請求に応じなければならないという引渡義務
ではない。直接の引渡義務は、あくまでもこれら普遍的引渡制度により補完
される双務的又は地域的引渡制度上のものである。そして、これら義務間の
一見した抵触状態は、双務的又は地域的引渡制度上の調整規定により調整さ
れることになる。ただし、「引渡又は訴追」義務が競合する場合、当該国は両
方の犯罪について自国の当局に事件を付託する義務を負っているため、いずれ
かの犯罪についての引渡請求があっても、当該請求に応じることでもう一つの
犯罪についての訴追義務を免れることはできない。したがって、ここで他の条
約上の引渡義務と一見した抵触関係にあるのは、「引渡又は訴追」義務を設定
する条約上の引渡を行う義務ではなく、訴追を行う義務である。被請求国に第
一義的に求められるのは、「引渡又は訴追」義務の対象犯罪すべてについて自
国で訴追を行うことである。そして訴追を行う場合は、一事不再理といった引
渡拒否事由を発生させるなどして、いずれの国からの引渡をも拒否することが
できる。
普遍的制度間で規律対象の行為が重複することを念頭に、調整規定を置く条
約もある。人質行為防止条約はジュネーヴ諸条約との明示的な調整規定を有す
る。武力紛争中に文民を人質とした場合、理論的にはジュネーヴ第四条約（文
民条約）の重大な違反としての、すなわち戦争犯罪としての人質をとる行為
→ Extradite or Prosecute, supra note 71, para. 15.
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と98）、人質行為防止条約にいう人質をとる行為を99）同時に構成し得る。これ
らは犯罪類型としては別であり、同一人物による同一行為の異なる法的評価を
要するが、事実としては同じ行為に基づくものであり、ICC 規程、ジュネー
ヴ第四条約、人質行為防止条約それぞれに基づく引渡請求が競合する可能性を
惹起する。人質行為防止条約12条では、武力紛争中において行われた人質をと
る行為については、当該人質をとる行為についてジュネーヴ四条約又は追加議
定書が適用され、かつ、この条約の締約国が当該人質をとる行為を行った者を
訴追し又は引き渡すことを同諸条約により義務付けられる限り適用しない旨を
定めている。また、爆弾テロ防止条約19条⚒項及び核テロ防止条約⚔条⚒項は、
国際人道法によって規律される軍隊の活動、および軍隊が公務の遂行にあたっ
て行う活動で他の国際法の規則により規律されるものは、当該条約によって規
律されないと定める。当該規定が念頭に置く具体的行為は明らかではないが、
爆弾テロ及び核テロに関しても、ジュネーヴ諸条約との競合は同項で調整され
ていると考えられる。
上述の通り、ジェノサイド条約だけは条約当事国に対し、ジェノサイドにつ
いての引渡義務を設定している。また、ジェノサイド条約上には競合する引渡
請求がある場合についての規定がないため、ジェノサイド条約締約国間では、
他の犯罪に関する引渡請求と競合するときは、常にジェノサイドに関する引渡
請求が優先されることになるが、当該引渡義務は他の普遍的制度上の「引渡又
は訴追」義務と抵触していると考えられる。
98) ジュネーヴ第四条約147条「前条にいう重大な違反行為とは、この条約が保護す
る人又は物に対して行われる次の行為、すなわち、……人質にすること……をい
う。」
99) 人質行為防止条約⚑条⚑項「人を逮捕し又は拘禁し及び当該逮捕され又は拘禁さ
れた者（以下「人質」という。）の殺害、傷害又は拘禁の継続をもつて脅迫をする
行為であつて、人質の解放のための明示的又は黙示的な条件として何らかの行為を
行うこと又は行わないことを第三者（国、政府間国際機関、自然人若しくは法人又
は人の集団）に対して強要する目的で行うものは、この条約にいう人質をとる行為
とし、犯罪とする。」
― 172 ― ( 172 )
関法 第68巻 第⚑号
3．ICC 規程上の調整規定
⑴ 行為に基づく区別
ICC 規程90条は、異なる犯罪と同一の犯罪に関する請求の競合という分け
方ではなく、同一の行為と異なる行為に関する請求の競合に分けて適用条項を
整理している。そのため、ICC 規程上は、異なる犯罪に関する競合のうち、
それらが同一行為の異なる評価に過ぎない場合は、同一行為に関する請求の競
合についての規定が適用される。一方、完全に異なる行為を対象とした請求同
士の競合であれば、また別の扱いを受けることになっている。
ICC 規程90条では、上述のように、ICC からの請求の対象となっている
「犯罪の基礎を構成する同一の行為」に関し、他の国からも当該者について引
渡の請求を受ける場合について規定している。他方、ICC 規程90条⚗項は、
ICC からの請求対象である「犯罪を構成する行為以外の行為」に関して他の
国から引渡請求がある場合を定めている。
「犯罪の基礎を構成する行為（conduct；comportement；conducta）」が
ICC 規程90条⚒項から⚖項と、同条⚗項の適用範囲の指標である。なぜ従来
の双務的及び地域的引渡制度にあるような「犯罪」による区分を用いなかった
のかは明示されていないが、他の規定との一貫性のためであることが推認され
る。起草過程において、1998年⚖月26日に90条（元は87条⚖項）が発案された
段階では、対応する文言は従来の引渡諸条約にあるように「犯罪（offense）」
であった100）。しかし、同年⚗月13日の追加的会議において修正され、「行為」
の文言に変えられている101）。この変更の理由は明示されていない。しかし、
草案の同条内に、受理許容性審査に関する他の条項への言及があり102）、また、
100) Chairmanʼs discussion paper regarding article 87, UN Doc. A/CONF.183/C.
1AVGIC/L. 6 (26 June 1998), in United Nations Diplomatic Conference of
Plenipotentiaries on the Establishment of an International Criminal Court, Rome,
15 June-17 July 1998, Ofﬁcial Records, Volume 3, Reports and Other Documents
(United Nations, 2002), p. 323.
101) Draft Articles, in ibid, p. 327.
102) Note regarding part 9 and articles 86, 87 bis, 90, 90 (a), 90 (b), 91 and X
contained in the transmittal letter from the Chairman of the Committee of the →
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「犯罪の基礎を構成する行為」との表現は、一事不再理について定める現行の
ICC 規程20条⚑項で採用されている。これらのことから、現行の文言の採用
は、事件の受理許容性審査における国内での捜査対象等と ICC の対象との同
一性審査において、「行為」の文言が採用されたことを反映したものと考えら
れる。したがって、90条の各規定の適用範囲の指標としての「犯罪の基礎を構
成する行為」の解釈には、ICC の受理許容性における同概念の解釈が参照で
きると考えられる。
ICC 判例では、受理許容性審査における「同一行為」について、「同一人物
による実質的に同一の行為」を指すものとして理解されてきた103）。したがっ
て、競合する請求の対象である同一人物による事実としての行為が重複してい
るが法的評価が異なる場合というのは、90条⚒項から⚖項の適用をうけると思
われる。一方、請求の対象がそれぞれ異なる行為に対するものであるときは、
その行為が互いに関連していても、90条⚗項が適用される。したがって、近接
するが実質的に異なる行為には90条⚗項が、実質的に同一の行為が複数の中核
犯罪を構成する場合や、実質的に同一の行為が中核犯罪とその他の国際犯罪の
両方を構成する場合には、90条⚒項から⚖項が適用されることとなる。
⑵ 同一行為についての異なる犯罪としての引渡請求の競合
同一行為についての ICC と第三国からの異なる犯罪としての引渡請求の競
合として、同一行為が異なる中核犯罪とされる場合と、同一行為が中核犯罪と
その他の国際犯罪を同時に構成する場合があり得る。同一行為が異なる中核犯
罪とされる場合の事例として、例えば、特定の集団を破壊する意図をもって行
われる殺人などのジェノサイド行為が、組織的で大規模に文民に対して行われ
たことで人道に対する犯罪を構成しつつ、さらにそれが武力紛争中に発生して
ジュネーヴ諸条約における重大な違反を構成する場合などが考えられる。普遍
→ Whole to the Chairman of the Drafting Committee dated 14 July 1998, in ibid, p.
334.
103) 越智萌「検察官対サイフ・アル＝イスラーム・カダフィ事件（国際刑事裁判所
（第一予審裁判部）受理許容性に関する決定、二〇一三年五月三一日）」『阪大法学』
第64巻⚑号（2014年⚕月31日）237-250頁参照。
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的引渡制度としては、ジェノサイド条約、及びジュネーヴ諸条約上の普遍的な
引渡制度がある。上述のとおり、既存の引渡条約又は国内法にしたがって、
ジェノサイド条約上の引渡義務、又はジュネーヴ諸条約上の「引渡又は訴追」
義務との関連として対象人を引き渡すことを請求する国家がある場合、同請求
と、例えば ICC から人道に対する犯罪について引渡請求がある場合が問題と
なり得る。また、ICC 管轄犯罪はいわゆる文脈的要素によって他の犯罪と区
別されているため、基本となる犯罪行為は他の犯罪と重複する。例えば人道に
対する犯罪や戦争犯罪を構成する拷問は、拷問等禁止条約の対象でもある。ま
た、差別的な意図をもって行うテロ行為は、ジェノサイドを構成し得る。
すでに見た通り、規程上は、同一行為についての ICC 締約国間での引渡義
務の一見した抵触は、ICC 規程90条⚒、⚔、⚖項の調整規定により ICC から
の請求に優先が与えられて解消されることになる。ただし、同一行為が異なる
犯罪を構成する場合には、⚖項にいう競合する引渡請求を行う国が ICC 規程
締約国でない場合で「引渡を行う国際的な義務」が存在する場合の考慮事項に、
対象犯罪の重大性は考慮事項として挙げられていないことが注目される。すな
わち、ICC 締約国は、例えばジェノサイドの扇動を行った者について、ICC
からジェノサイド罪について引渡請求があっても、二国間引渡条約を結んでい
る ICC 規程非締約国からジェノサイド意思の表明が構成した名誉棄損等の一
般により軽いと見られる犯罪についての引渡請求が ICC からの請求より先ん
じてある場合には、犯罪の重大性は考慮されずに請求の日付といった他の事項
を考慮して当該国からの引渡請求を優先することが、ICC 規程上認められて
いるのである。
他方、「引渡又は訴追」義務の対象となっている犯罪についての競合する請
求は、⚔項の対象となると考えられる。⚖項は、明示的に「引渡を行う（to
extradite）」国際的な義務がある場合を規定しており、他の犯罪についての
「訴追又は引渡」義務がある場合に当該規定を適用することが意図されている
と解釈することはできない。「引渡又は訴追」義務は引渡義務ではなく訴追す
る義務を定めるため、ICC からの引渡に応ずる義務と抵触するのは、ジュ
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ネーヴ諸条約上の「引渡又は訴追」義務の対象となっている犯罪について訴追
する義務である。当該義務は、他の犯罪について引き渡さない義務であるとの
解釈が妥当する場合、ICC からのジェノサイドや人道に対する犯罪について
の引渡に応ずる義務と、戦争犯罪以外について引き渡さない義務との間の抵触
があるように見える。しかし「引渡又は訴追」義務は、あくまで引き渡さない
義務であり、引き渡す（to extradite）義務ではない。したがって、ICC から
の引渡請求の対象犯罪とは異なる中核犯罪について「引渡又は訴追」義務があ
る場合は、ICC 規程90条⚔項の範疇に入り、ICC への引渡が優先されるとの
規定が妥当するが、被請求国が自国で訴追する義務とは抵触関係になっている
と言える。
⑶ 異なる行為に対する請求の競合
異なる行為についての ICC からの引渡請求と中核犯罪以外の犯罪に関する
引渡請求の競合の例とは、例えば、ジェノサイド及び爆弾テロを行ったテロ組
織を率いた指導者が容疑者であるような場合で、ジェノサイドの扇動について
の ICC からの引渡請求と爆弾テロの教唆についての他国からの引渡請求が競
合するような場合が想定される。異なる行為についての引渡請求の競合に関す
る ICC 規程上の規定は、請求国が規程締約国であるかどうかを問わない。
ICC 規程90条⚗項(a)は、請求国に対して当該者についての引渡を行う国際
的な義務を有していない場合には ICC からの請求を優先することとしている。
先にも述べた通り、「引渡又は訴追」義務は引渡義務ではなく訴追義務を定め
るため、ICC からの引渡に応ずる義務と抵触するのは、爆弾テロや拷問と
いった「引渡又は訴追」義務の対象となっている犯罪についての訴追義務であ
る。「引渡又は訴追」義務は、あくまで引き渡さない義務であり、引き渡す義
務ではないため、ICC からの引渡請求の対象犯罪とは異なる犯罪について
「引渡又は訴追」義務がある場合は、ICC 規程90条⚗項(a)の適用を受け、ICC
への引渡が優先されるとの規定が妥当する。そのため、ICC への優先的な引
渡義務と、自国での爆弾テロや拷問についての訴追義務が抵触すると言える。
次に、ICC規程90条⚗項(b)によると、異なる行為についての引渡請求の競
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合の場合で、被請求国が引渡を行う国際的な義務の対象となっているときには、
⚖項の関連事項及び特別考慮事項としての「当該行為の相対的な重大性及び性
質」を含むすべての事項を考慮して被請求国が決定することとしている。すで
に見たように、双務的又は地域的引渡条約上の引渡義務、及びジェノサイド条
約上の引渡義務は、ここでいう「引渡を行う国際的な義務」にあたると考えら
れる。したがって、ICC管轄犯罪やそれ以外の国際犯罪について、双務的又は
地域的制度、もしくはジェノサイド条約を根拠に引渡が請求された場合は、被
請求国は裁量で決定するが、考慮すべき事項が法定されている。ICC 規程上、
異なる行為についての引渡の国際義務に基づく請求競合の場合は、被請求国が
決定するという裁量権を与えていることから、これら二つの規定の関係は形式
的には抵触関係とは言えない。
V．中核犯罪の重大性の考慮
引渡制度が重層的で複雑となった今日、複数の引渡請求が同一人物に対して
なされる場合の規則の関係もまた複雑化してきた。同一犯罪に関する引渡請求
の競合と異なる犯罪に関する引渡請求の競合の場合を検討すると、義務の抵触
となり得る場面が散見されつつも、おおむね優先や裁量を定めた調整規定が機
能して抵触状態が解消されていることが分かった。しかし、優先規定や裁量規
定の実際の適用に際しては、犯行地の概念や国籍の決定に加えて、特に曖昧だ
と思われる重大性の基準の内容が問題となり得る。以下では、これらの調整規
定の適用における重大性の基準に焦点を当て、引渡先の決定において引渡犯罪
の重大さの考慮、特に中核犯罪の重大さの考慮がどのように行われるかについ
て考察する。
1．優先規定における重大性
様々な調整規定の中に、明示的な優先規定として重大性があげられている条
約も見られた。義務の抵触が問題となり得るのは、重大性以外の優先規定を有
する引渡条約当事国からの引渡請求との競合があるときである。
― 177 ― ( 177 )
国際犯罪に関する引渡義務の抵触と優先
上で見たように、先に行った請求を優先するとの優先規定と、より重大な犯
罪についての請求を優先するとの優先規定は、先に行われた引渡請求がより軽
い犯罪に対するものであったときには、二つの規定上の義務が抵触することに
なる。例えば、1892年のスペインとコロンビア間引渡条約10条では先に請求を
行った国に引き渡される旨規定している一方104）、同じくコロンビアが当事国
となっている1928年のコロンビアとコスタリカ間引渡条約21条では最も重大な
犯罪が行われた国への引渡に優先が与えられるとしている105）。これら条約の
一方又は両方が終了又は修正されていない限りは、この二つの条約上の優先規
定上の義務は抵触し得る106）。より軽い犯罪に先に引渡請求がなされたという
ような状況が問題となった実際の事例は報告されていないが、理論上は先行の
引渡請求への優先規定とより重大な犯罪についての引渡請求の優先規定との間
を調整する慣習法の成立が望まれる抵触が発生していると言えよう。様々な事
情を考慮して被請求国が裁量により決定するというのが慣習法であり、この慣
習法は早くとも1940年代以降に形成されているとするならば、優先規定上の義
務の抵触がある場合には、いずれの優先規定を考慮して引渡先を決定するかは
被請求国の裁量に任されるとの慣習法が後法優位の原則にしたがって妥当する
ようにも思われる。しかしそうすると、慣習法とは異なる特別法として置かれ
た優先規定の意義が失われることになる。これらを調整するための慣習法の解
釈として、優先規定がある場合には、裁量の行使時に優先規定で特に明示され
ている事項に特別の考慮を払うことが被請求国に求められると考えるのが相当
であるように思われる。
中核犯罪との関係で特に問題となり得るのは、重大性の優先規定を有する引
104) Convention on Extradition (Colombia-Spain), supra note 86, Article 10.
105) Treaty on Extradition between the Republic of Colombia and the Republic of
Costa Rica, supra note 56, Article 21
106) コロンビアとコスタリカは1981年の米州引渡条約当事国であるが、同条約33条
は当事国が明示的に宣言又は合意したものでない限りは既に発効した多国間又は二
国間条約に優先しないとしており、当該二国間でこのような宣言や合意は報告され
ていない。Department of International Law, OAS, at http: //www. oas. org/
juridico/english/sigs/b-47.html.
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渡条約当事国からの引渡請求と ICC からの引渡請求が競合した場合である。
優先規定を有する条約に基づいた引渡請求と裁量規定を有する条約に基づいた
請求が競合する場合では、後者は裁量を与えていることから、前者の当事国と
の間での優先規定の違反とならないよう、裁量の逸脱とまでは言えない判断で
あれば、被請求国は前者の優先規定に従って判断を行うことになる。ICC 規
程90条⚗項(b)は、規程非締約国からの引渡請求があり当該国に対して引渡を
行う国際的な義務を有する場合には、被請求国に引渡先を決定する裁量を与え
ている。したがって、ICC からの請求の被請求国が米州引渡条約当事国であ
り、同条約の別の当事国から ICC の引渡請求の対象犯罪と異なる犯罪につい
て引渡請求を受けている場合には、被請求国は米州引渡条約15条の優先規定、
すなわち刑の軽重をもとに引渡先を決定しなければならない。ICC の法定刑
は、管轄犯罪すべてに対して、最長30年を超えない特定の年数の拘禁刑か、犯
罪の極度の重大さ及び当該有罪の判決を受けた者の個別の事情によって正当化
されるときは終身の拘禁刑である107）。米州引渡条約当事国から行われた競合
する請求がもし死刑の対象犯罪について行われている場合は、米州引渡条約15
条に従えば、ICC の法定刑より厳しいため、当該請求を行う国への引渡が優
先することになろう。しかし、抽象的に「最も重大な犯罪が行われた国」への
引渡を優先するとの優先規定をもつ条約当事国からの引渡請求が ICC からの
引渡請求と競合する場合には、被請求国が引渡請求の対象犯罪の重大性を比較
し判断することとなり、この判断においては中核犯罪が「最も重大な犯罪」と
言われてきたことが考慮されることになると思われる。
2．裁量規定における重大性
裁量規定においては、犯罪の重大性は考慮事項として列挙されている。モデ
ル条約16条を含む多くの二国間引渡条約や、欧州引渡条約17条、ECOWAS 引
渡条約23条といった地域的条約の裁量規定には、犯罪実行の時期及び場所、請
求の日付、引渡対象者の国籍及び居住地、条約に基づくか、に加えて、犯罪の
107) ICC 規程77条⚑項(a)、(b)。
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（相対的な）重大性を考慮事項として挙げている。また、ICC 規程上の調整規
定にも、規程締約国でない請求国に対し国際的な義務が存在する場合には、同
一行為についての請求の競合の場合には重大性は考慮事項となっていない一方、
異なる行為についての請求の競合の場合には、規程90条⚗項(b)は「当該行為
の相対的な重大性及び性質に特別の考慮を払わなければならない」と規定して
いる。
考慮事項として挙げられている事項が重大性だけではない場合に、重大性以
外の事項が重要視されて、犯罪の重大性が決定に対して影響しない場合がある。
例えば、上で述べた1987年のスイス連邦裁判所の事例では、イタリア人である
被疑者が所在するスイスに対し、銀行や郵便局に対する複数の武装攻撃及び人
質を取る行為の実行地であるベルギーと、宝石店に対する単一の武装攻撃の実
行地であるイタリアが競合する引渡請求を行った。スイス連邦裁判所は、欧州
引渡条約17条上の考慮事項、すなわち、重大性、犯罪の数、国籍に加えて、特
に、被疑者がイタリア人であるために自国民不引渡を採用するイタリアからベ
ルギーへの被疑者の引渡が行われないことを考慮した行政決定を承認して、ベ
ルギーへの引渡を決定し、イタリアからの引渡請求を拒否した108）。同事例で
は、ベルギーで行われた人質行為が死刑の対象犯罪であることも問題視された
が、決定的であったのは、イタリアが自国民不引渡を採用しているために、イ
タリアからベルギーに後で引き渡される可能性がないことであった。引渡請求
を行う国の双方の訴追関心を満たす措置として、後に引き渡される可能性が重
要視されることは、結果的にすべての関係国の利益に資する判断といえる。そ
うであるとするならば、本件のように人質行為や中核犯罪といった重大性の高
い犯罪が自国民不引渡を採用する国で行われていた場合にも、後に引き渡され
る可能性を有する国への引渡に優先を与える決定を被請求国が行うことが想定
される。
108) C v. Federal Police Department, supra note 64.
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3．「重大性」の二つの意味
優先の基準や裁量の範囲を定める調整規定に含まれる重大性をどのような基
準で判断するのかは、優先規定と裁量規定のいずれの調整規定の解釈において
も問題となる。優先規定においてはその適用基準としての重大性の意味が、裁
量規定においては行使できる裁量の範囲の問題として重大性の意味が問われる
こととなる。
優先規定における重大性の規定のされ方は以下の⚓通りに分類できる。①
最も重大と考えられる犯罪（considers to be the most serious）についての請
求を行う国への優先を規定するもの（1922年チェコスロヴァキアとイタリア間
引渡条約）、② 最も重大（と考えられる）犯罪が行われた国（country in
which was committed the offense considered to be the most serious／the
nation in which the most serious offence was committed）への優先を規定す
るもの（1919年ブラジルとペルー間引渡条約、1928年コロンビアとコスタリカ
間引渡条約、1946年イラクとトルコ間の引渡条約、1961年ブラジルと米国間引
渡条約等）、そして ③ 最も厳しい刑により処罰可能な犯罪（the offense
punishable by the most severe penalty）についての請求を行う国への優先を
規定するもの（米州引渡条約15条）がある。他方、裁量規定に含まれる重大性
は、④ 犯罪の相対的な重大性（relative seriousness/gravity of the offenses）
とするもの（1956年イスラエルとイタリア間引渡条約109）、1963年英国とス
ウェーデン間引渡条約110）等）と、単に ⑤ 犯罪の重大性（the seriousness/
gravity of the offenses、seriousness of each crime）とするものがある（1971
年ベルギーとユーゴスラヴィア間引渡条約111）、1976年インドネシアとフィリ
ピン間引渡条約112）、2002年日本と韓国間引渡条約等）。
109) Extradition and Judicial Assistance in Criminal Matters (Israel-Italy), supra
note 52, Article 13.
110) Extradition Treaty (the United Kingdom-Sweden), supra note 54, Article 14
111) Convention concerning Extradition and Judicial Assistance in Criminal Matters
(Belgium-Yugoslavia (Socialist Federal Republic of), supra note 54, Article 15.
112) Extradition Treaty (Indonesia-Philippines), supra note 52, Article 18.
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①最も重大と考
・
え
・
ら
・
れ
・
る
・
犯罪、や②最も重大と考
・
え
・
ら
・
れ
・
る
・
犯罪が行われた国
という規定は、被請求国に重大性判断を行う裁量が与えられているとも考える
ことができる。②最も重大な犯罪が行
・
わ
・
れ
・
た
・
国への優先を定める条約は多いが、
これは属地主義と犯罪の重大性を合わせた基準とも言える。多くの場合にはそ
の重大性の決定基準は法定されていない。ただし、1946年のイラクとトルコ間
の引渡条約14条では明示的に、犯罪の重大性は被請求国の法に従って決定され
ると定めている。また、③最も厳しい刑
・
により処罰可能な犯罪への優先を定め
る米州引渡条約の基準は比較的明確である。米州引渡条約当事国間では、競合
する請求の対象犯罪についてそれぞれの国における法定刑を比較し、最も厳し
い刑について引渡を請求する国に対し優先が与えられる。⑤犯罪の相対的な重
大性や⑥犯罪の重大性について考慮するとの裁量規定においては、犯罪の重大
性を判断する基準について明示されているものはほとんど見られない。
このように、二国間又は地域的引渡条約上の文言からは犯罪の重大性の判断
基準は明らかではないが、ICC 規程上の調整規定の考察から、二つの重大性
の意味を導くことができる。一つは、犯罪の規模、性質、態様、影響といった
行為自体の重大性であり、もう一つは、犯罪概念の性質の重大性である。
ICC 規程90条⚗項(b)は、異なる行為について競合する請求が規程非締約国
からあり、かつ当該国に対して引渡を行う国際的な義務がある場合には、請求
の日付、請求国の利益（犯罪実行地や、被害者及び引渡対象者の国籍）、及び
請求国から後に ICC に引き渡される可能性といったすべての関連する事項に
ついての考慮に加え、当該行為の「相対的な重大性及び性質」に「特別の考慮
（special consideration）」を払わなければならないとしている。しかし、中核
犯罪とその他の国際犯罪に対する引渡請求の競合のとき、この「相対的な重大
性又は性質」がどのように考慮されるべきか必ずしも明らかではない。起草過
程でこの文言が挿入された経緯は明らかではないが、起草当時は ICC で訴追
する犯罪が常に最も重大との前提があったのだろうと評されている113）。
113) ただし、近年の傾向からは当該前提が妥当である場合ばかりではないと指摘さ
れる。William A. Schabas, The International Criminal Court : A Commentary →
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ICC 規程にいう相対的な重大性と性質については、これまでの他の規定に
関する裁判実行から以下のような考察を行うことができる。まず、相対的な重
大性とは、犯罪概念に内在するものというより、その規模や態様といった行為
自体の重大性を指すものと考えられる。ICC 規程上は、その前文で、ICC が
管轄権を有するのは「国際社会全体の関心事である最も重大な（the most
serious）犯罪」であると定義している。このように、ICC 規程前文でいう
「最も重大」との表現には「重大（serious）」の語が用いられている一方、ICC
規程90条⚗項(b)では「重大性（gravity）」の語が採用されている。ICC 規程
上は、この二つの概念は異なるものとして理解されている。すなわち、「重大」
の概念は ICC の管轄犯罪の犯罪概念に内在するものである一方、「重大性」の
概念は、「重大」な犯罪が ICC で訴追するに値するかの追加的な性質であ
る114）。「重大性」は、ICC 規程17条で定める、事件の受理許容性の審査基準の
一つであり、行われた具体的犯罪の規模、性質、態様、影響の⚔つの要素から
なるとされている115）。90条⚗項(b)でいう「重大性」がこの意味での「重大
性」であるならば、中核犯罪である、すなわち最も「重大（serious）」な犯罪
だからという理由での優先ではなく、その犯罪の規模、性質、態様、影響と
いった犯罪を行った行為について、より高い「重大性（gravity）」を有すると
いう理由の優先である必要がある。したがって規程90条⚗項(b)で規定する相
対的な「重大性」とは、例えばジェノサイドとテロの場合、ジェノサイドがテ
ロより「重大」とされていることではなく、行われたジェノサイドの規模、性
→ on the Rome Statute (Oxford, 2010), p. 1006.
114) Prosecutor v. Lubanga, Decision concerning Pre-Trial Chamber I’s Decision of
10 February 2006 and the Incorporation of Documents into the Record of the
Case against Mr Thomas Lubanga Dyilo (ICC-01/04-01/06-8-Corr) Pre-Trial
Chamber I (24 February 2006), para. 42.
115) ICC 検察官規則29．See also, Megumi Ochi, “Gravity Threshold before the
International Criminal Court : An Overview of the Court’s Practice,” ICD Brief 19
(January 2016), pp. 1-16. ただしこの四つの要素は例示列挙であって、裁量的な要
素が内在していると指摘される。村井伸行「国際刑事裁判所（ICC）の事態選定基
準としての重大性の基準」『龍谷法学』第48巻⚑号（2015年）493-494頁。
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質、態様、影響と、テロの規模、性質、態様、影響を比べた時に、いずれの行
為がより高い「重大性」を有しているかを問題とするものと解釈されるのが妥
当であろう。
他方、相対的な「性質（nature）」とは、「重大さ（seriousness）」の意味で
の重大性を指す表現であると思われる。「重大性（gravity）」の文脈でも、そ
の内容として性質があげられており、この場合の性質として考慮され得るのは、
行為の残虐性である。ICC のケニア事態に対する捜査許可決定において、「重
大性」の要素の一つとしての性質（nature）について、同事態における犯罪が、
マチューテや毒矢、割れたガラスによる人体の切断、生きたまま火をつける行
為、人種による被害者選別のための検問所の設置、死亡するまで切りつける行
為、輪姦、性器切断といった、行為の残虐性が挙げられている116）。しかし、
中核犯罪と雖も、必ずしもテロ行為より残虐であるとは限らない。例えば、
ICC の2016年アル・マーディ事件判決では、被告人は宗教的・歴史的建造物
を破壊した戦争犯罪について有罪となった117）。地元の土着の信仰に対する差
別的意図がその重大性を高めたものの、行為自体は建造物の破壊であり、人体
に対する残虐性との比較では、より残虐であるとは言い難い。他方、例えば国
連のテロ防止に関する諸条約が規定するテロリズム行為のうち、人質行為や爆
弾テロ、核テロは、人体に対する残虐な結果をもたらすことが想定される。た
だし、この解釈をとると、相対的な「重大性」の判断基準の一つだけが抜き出
されて特別な扱いを受けているということになり、その理由は明白ではない。
したがって、ICC 規程90条⚗項(b)にいう「性質」とは、17条の重大性判断
の基準とは別の、「重大さ（seriousness）」を指すものとして考えるべきであ
ろう。中核犯罪の犯罪概念自体の性質とその他の国際犯罪の犯罪概念自体の性
116) Situation in the Republic of Kenya, Decision Pursuant to Article 15 of the
Rome Statute on the Authorization of an Investigation into the Situation in the
Republic of Kenya (ICC-01/09-19-Corr) Pre-Trial Chamber II (26 November
2009), para. 192.
117) Prosecutor v. Al Mahdi, Judgment and Sentence (ICC-01/12-01/15-171) Trial
Chamber VIII (27 September 2016).
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質については、その保護法益や構成要件、概念の歴史などを踏まえた総合的な
判断を要するであろう。ICC 管轄犯罪について ICC 規程前文では「国際社会
全体の関心事である最も重大な犯罪」としてその性質を表現している一方、例
えば人質行為防止条約前文では、人質を取る行為を「国際社会が重大な
（grave）関心を有する犯罪」と、爆弾テロ防止条約前文及びテロ資金供与防
止条約前文では対象犯罪を「国際社会にとって重大な（grave）関心事」と表
現する。また核テロ防止条約前文では、核テロ行為が「最も重大な結果をもた
らすおそれ」があるとしている。文言だけを採れば、ICC 管轄犯罪が「最も
重大」で、核テロ以外のテロ行為は「重大」、核テロは「最も重大な結果をも
たらす」犯罪であるとの評価になろう。
以上のことに鑑みると、引渡先の決定における犯罪の重大性の基準には、一
般的に、犯罪行為の重大性と、犯罪概念の重大性の二つの意味があり得ると言
える。中核犯罪が通常犯罪と区別されるいわゆる文脈的要素を備えているとい
う事実や118）、その保護法益が国際社会に属するといった視点からの中核犯罪
の性質の重大さの指摘は119）、引渡先決定の際の優先事項又は考慮事項として
規定される重大性の基準のうちの犯罪概念の重大性の内容として考慮される必
要があると言える。ただし、重大性の基準には、犯罪概念の重大性だけではな
く犯罪行為の重大性の意味も含まれ得るため、犯罪行為の規模、態様、性質、
影響等によっては、犯罪概念の重大性が相対的に低い場合でも、調整規定にお
ける重大性の基準の適用においては、行為の重大性が高い方の犯罪への引渡が
優先される結果となり得ると言える。
118) 坂 本「前 掲 論 文」（注 11）30 頁；Gerhard Werle and Florian Jessberger,
Principles of International Criminal Law, Third edition (Oxford, 2014), p. 35.
119) Antonio Cassese, International Criminal Law, Second edition (Oxford, 2008), p.
11 ; Antonio Cassese and Paola Gaeta, International Criminal Law, Third edition
(Oxford, 2013), p. 20 ; Nikolaos Bitzilekis, “The Violation of Mankind’ s
Multiculturalism : Another Approach to the Deﬁnition of International Crimes,”
International Criminal Law Review, Vol. 15, Iss. 6 (2015), pp. 1040-1068.
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VI．お わ り に
本稿では、国際犯罪に関する引渡義務の抵触と優先に関する規則について検
討し、引渡先の決定の際の考慮事項における重大性の基準がどのように適用さ
れるかについて考察した。引渡に関する条約に基づく国際制度は、その義務の
相手主体との関係性の視点から、双務的、地域的、普遍的、垂直的、という⚔
種類の制度に分類できる。これら引渡制度により重層的な義務を課されている
ため、諸国家が複数国からの引渡の請求を別々の引渡制度に基づいて受けるこ
とが想定される。同一犯罪に対する引渡請求の競合は、主に被請求国に裁量を
与える規定を置くことで規律されてきた。他方、異なる犯罪に対する引渡請求
の競合は、先の請求やより重大な犯罪に関する引渡請求を優先するといった優
先規定や被請求国に判断権限を与える裁量規定により調整されている。これら
調整規定に含まれる犯罪の重大性という基準は様々な場面で問題となるが、そ
の内容は犯罪の規模、性質、態様、影響といった意味での行為の重大性と、犯
罪概念の性質の重大性の二つの意味を持ち得ると言える。
本稿の検討から中核犯罪の主要な特徴とされてきた重大さの問題、すなわち、
中核犯罪が実際に他の犯罪より中核的で重大なものとして位置づけられている
かという、国際刑事司法における根本的な問題について得た示唆は以下のとお
りである。第一に、中核犯罪のうち、ジェノサイドだけはジェノサイド条約に
よって引渡が当事国に義務付けられており、かつ調整規定を持たないため、競
合する引渡請求が他の犯罪に対してある場合でも、基本的にはジェノサイドに
関する引渡は優先的に行われなければならないと言える。しかし、第二に、
ジェノサイド条約を除いて、いずれの引渡制度においても、対象犯罪が中核犯
罪であることを理由に優先するとの規則は見られない。犯罪ごとに締結された
多国間条約も、それぞれの対象犯罪の「訴追又は引渡」を確保するにとどまり、
その対象犯罪の重大性と中核犯罪との関係について念頭に置かれているものは
見られない。また、ICC への引渡と規程非締約国への義務的な引渡との間で
は、同一行為に関する引渡請求の競合に関して犯罪の重大性は考慮事項とは
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なっていない。第三に、異なる犯罪に対する引渡請求の競合の場合に、犯罪の
重大性を考慮するとの規定は多く見られた。その判断基準については実行のよ
り詳細な検討が必要となるであろうが、重大性の二つの意味からは、行為の重
大性だけでなく、犯罪概念の性質自体の意味での重大性の考慮時に、中核犯罪
の重大さが検討されることになると考えられる。
中核犯罪への引渡の一般的優先の欠如の背景には、理念上は中核犯罪を「最
も重大な犯罪」と位置付けつつも、その訴追のための制度構築が後回しにされ
てきたこと、その間に国際的な組織犯罪やテロリズムという政治的重要性と安
全上の必要性の高い犯罪の諸形態が発生し、それらへの対応が先行してきたこ
とがあげられよう。ILC は、「引渡又は訴追」義務を規律する現行の条約制度
において、埋められるべき重大な溝があると指摘する120）。それは、中核犯罪
のうち、多くの人道に対する犯罪、重大な違反以外の戦争犯罪、及び非国際的
武力紛争における戦争犯罪に関する当該義務をおく国際条約が欠如しているこ
とである121）。
そもそも、国際犯罪についての国際的な対応が個別の犯罪ごとに行われてき
たことが、現在の引渡制度の複雑さを生み出す原因となったと言える。国際社
会の共通の利益にとって害となる犯罪を協力して防止するための制度構築には
課題が多いが、実効的な制度を目指すのであれば、国家実行を踏まえた犯罪間
の階層化を含む何らかの体系化と調整の慣習法又は一般原則が必要となろう。
国際犯罪の体系化の試みには、ICC 規程上に犯罪ごとの刑罰の軽重が規定さ
れていないことや、量刑に関する判例の積み重ねが依然として十分でないこと、
国により犯罪に対する考え方が異なる、といった困難がある。しかし、部分的
にでも達成されるか、あるいは少なくとも何らかの指標が定立されれば、条約
ごとに構築された手続制度間に一貫性が生まれ、条約間の適用関係は明瞭にな
ると思われる。そのためには、国際的対応の対象となってきた諸犯罪の保護法
益を今一度見直すこと、及び、諸実行から導き出せる犯罪の軽重の指標の特定
120) The Obligation to Extradite or Prosecute, supra note 71, para. 14.
121) Ibid.
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といった作業が求められると考えられる。
〔付記〕 本研究は、2015 Kyoto-Seoul Joint Student Seminar in International Law
（京都大学、2015年 12月 23日）における報告「Different Procedures for
Different Crimes : The Multi-layered International Obligations to Extradite」
に加筆修正を行ったものであり、JSPS 科研費 JP15J07414の助成を受けたもの
です。
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